
















(BalduyCk et al.,2007)。 QOLと は, “現在の生活経験に基づいた自分の健康状態に関す




第 1章では,ま ず,が ん患者に加えて,慢性閉塞性肺疾患を対象とした身体活動研究を概観
し,身体活動の中でも,手術後の肺がん患者の QOL回復には,低強度の運動 (e.gり ゆっく
りした散歩)や生活活動 (e.gり 家事)を通 した日常身体活動量の回復への支援の有用性を論
じた。特に,こ の日常身体活動量を正確に評価するための指標 として歩行数を用いることが
有用であることを指摘 した。さらに,身体・慢性疾患患者 (eogり 心臓疾患)に対する医療心
理学研究の概観から, 日常身体活動量の回復に対する自己管理を支援する具体的な方法 (セ





。(Suzuken co.,Ltd.,Nagoya,Japan)を , QOLの 測定には, European
Organization for Research and Treatment of Cancer 30‐ item Core Quality Of Life
QueStiOnnaire日 本語版 (Kobayashi et al。 ,1998)と Hospital Anxiety and Depression Scale
日本語版 (東 ら,1996)を 用いた。その結果 ,手術後の肺 がん患者 (N=13)に お ける 日常
身体活動量 (歩行数 )は退院 lヶ 月半後 の時点で,入院前の約 65%ま で回復 し,こ の退院後
の 日常身体活動量 と,不安 0抑 うつ得点 には負 の相 関関係 (不安 :r=一.49;抑 うつ :r=一 .46)
が,身体機能得点 (r=.58)0日 常生活機能得点 (r=.67)と は正の相 関関係 があつた ことか
ら,手術後 の QOLと 日常身体活動量 との関係 が示 された。
研究 2では,研究 1の結果を基に作成 した日常身体活動量の回復プログラムが手術後の肺
がん患者の QOLの 回復に有効であるかの検討を行つた。プログラムの有効性の検討には ,
既存対照試験 (Historical cOntrol study:Friedman et al。,2010)を 応用した研究デザインを
用いた。研究 1の分析対象者を通常治療群 (■ =13)と し, 日常身体活動量の回復プログラ
ムを実施 した参加者を身体活動支援群 (m=9)と した。日常身体活動量の回復プログラムは ,
主に目標設定 (歩行数)及びセルフモニタリング (歩行数 と日常生活の中で実施可能な低強
度の運動や生活活動)か ら構成 されていた。その結果,日 常身体活動量の回復プログラムは ,
主に,退院後の日常身体活動量 (歩行数)の 回復に加え,自 己評定による身体機能得点と日
常生活機能得点の回復や不安の緩和にも一定の有効性があることが示された。




研究 4では, 日常身体活動量の回復プログラムが QOLに及ぼす有効性が支援終了 6ヶ 月
後まで維持 しているかの検討を行 うことを目的とした。その結果,身体活動支援群において ,






































































































































付録 Appendix 2‐ 2‐ 1日 常身体活動量の回復プログラムに用いたワークシー ト (表 )




肺がんはがんの中でも罹患者数の多いものの 1つである。本邦では,1年間に約 8万 5
千人 (男 性約 6万人;女性約 2万 5千人)が月市がんの診断を受けている (国 立がん研究セ
ンターがん対策情報センター,2011)。 肺がんに対す る医学的治療は,外科治療 (手術 ),
化学療法 (抗 がん斉J治療),放射線治療のいずれかを単独 もしくはこれ らを組み合わせた
ものが適用 され る (日 本肺癌学会 (編 ),2005)。 その中でも,手術は,そ の実施により根
治が可能であると判断 された場合に適用 され,わが国では,肺がん患者の内の 55%前後が
手術を受けている (澤端 ら,2010)。
肺の一部切除,も しくは片方の肺全体の摘出を伴 う肺がん手術により,患者は身体面だ
けでな く,心理社会面にも様 々な影響 を受 ける (eog.,Handy et al。 ,2002;Schulte,




難 さを感 じるようになるため,入院前 よりも日常生活で身体を動かす こと (身体活動)が
少なくなる (Nazarian,2004)。 そのため,退院後は,患者 自身が意識的に, 日常生活の
中で家事や散歩など負担なくできることか ら始め,少 しずつ身体を動か し, 日常生活に復
帰す ることが望まれ る。 しか し,こ のような患者 自身による自己管理が上手 くいかず , 日
常生活での身体活動量 (日 常身体活動量)の低下が続 くと,患者の肺機能の回復が遅れ
(Jones,Eves,Waner,&Joy,2009),肺炎などの合併症などの リスクも高まる。 さらに
は, 日常身体活動量や身体機能の回復の遅れが続 くと,自 分の体力に対する自信をなくし
た り,家族の一員 としての役割 を果たせなくなった と感 じた りす ることで,不安感が生 じ
た り, 日々の生活の中で楽 しみや喜びを感 じられな くなつた りす るな ど心理社会面にも
様々な悪影響が生 じる可能性がある。
したがって,こ の 日常生活に復帰す る過程において,患者が 日常身体活動量を回復 させ
るのを支援す る具体的な方法があれば,手術によつて低下 した身体機能や心理社会的機能
の改善を促 し,患者 自身が回復を実感 しなが ら,家庭での療養生活を前向きに過 ごす こと
ができると考えられ る。特に,近年の医療現場では,医療費削減などのために,入院 日数
の短縮化が進んでいることか ら (厚生労働省,2006a),患 者 自身による身体症状 (eogり 痛
み・呼吸困難)や健康の回復や増進をす るための行動 (健康行動 :eogり 運動,食事)の形
成や維持を自己管理することの必要性が拡大 している (皆川 ら,2004;塚原・黒瀬・湯浅 ,
2003)。 しか し,肺がん手術だけでなく,こ れまでのがん医療においては,医学的治療 (e.gり
手術,化学療法)の ために入院 している患者に対す る支援が中心であったため,こ の 日常
生活に復帰す る過程において,患者の自己管理行動の促進や Quality Of life(QOL)の 回
復に対す る具体的な支援や支援方法に関す る研究はほ とん ど行われていない (Cimprich
et ale,2005;皆川 ら,2004)。 本博士論文研究では,手術を受けた肺がん患者が 日常生活
に復帰する期間において, 日常身体活動量の回復に着 目したプログラムを作成 し,こ のプ
ログラムが患者の QOLに及ぼす効果の検討 を行 うことを目的 とした。
特に,日 常身体活動量の回復に対する支援に関 しては,身体・慢性疾患 (eogり 心臓疾患・
糖尿病)の患者を対象 とした研究において,歩行数に対する目標設定 とセルフモニタ リン
グが有効 であることが一貫 して報告 されてい る (e.g.,Ferrier,Blanchard,Vallis,&
Giacomantonio,20H)。 したがって,本博士論文研究の 日常身体活動量の回復プログラ
ムでも, 日標設定 とセルフモニタ リングを主要な技法 として用いた。
我が国においては,2007年 に “がん対策基本法"が成立したことから,患者の生活の
質 (Quality Of Life:QOL)に 着目したケアや支援を行 うことがこれまで以上に求められ
ている (厚生労働省,2007)。 QOLと は, “現在の生活経験に基づいた自分の健康状態に
関する主観的評価"と 定義され (Campbell,Converse,&Rogers,1976;Ringda&Ringdal,
1993),が ん患者の QOLを評価する際には,身体面, 日常生活機能面,心理面,社会面
の領域に関する健康状態の評価が必要とされている (下妻,2001)。 がん医療のような ,
高度化・専門化 した医療場面において,こ の QOLに着目したケアや支援を行 うためには ,
生物‐心理 社̈会モデル (bio口 psyCho‐ social mOdel:Engel,1977)の 視点に立ち,医学的な
治療だけでなく,心理的苦痛の緩和や自己管理指導などの心理的支援,家族への援助や職
場復帰支援のなどの社会面のサポー トも含めたケアを行 うチーム医療が求められる (忠井 ,
2008;丹 野,2009)。 患者の心理面に関する専門家として位置づけられている心理士も,医
師,看護師,ソ ーシャルワーカーなどの様々な専門家と連携 し,患者のケアや支援を行 う
医療チームの一員として活動することが必要である (鈴木,2008)。 そして,医療チームに
おいて,心理士は患者の心理的苦痛の緩和や自己管理指導を通 して (鈴木,2008),患 者の
QOLの各領域における回復・向上に貢献することが期待されている。
特に,エ ビデンスに基づく医療 (Evidence‐ Based Medicine:EBM)が 求められている
現代医療においては,心理士にも,エ ビデンスに基づく実践 (E宙 dence‐ Based Practice:
EBP)が 求められている (丹野,2009)。 がん医療チームの中で,心理士が EBPを 行 うた
めには,本邦のがん医療体制の中で,実行可能なアセスメン ト法や心理的支援の方法に関
する医療心理学の知見を積み重ねる必要がある (平井,2005;2008)。 欧米諸国では,医療





程後期課程入学以降,A大 学をベース とした医療心理学の研究グループにおいて,主に ,
がん患者への心理的支援に関する研究に携わってきた。この研究グループは,これまでに
様々な医療機関の医師,看護師,心理士 との共同研究により,多 くの先駆的な研究が数多
く行つてきた。がん患者 を対象 とした研究例 としては,進行性の肺がん患者の自己効力感
と心理的適応の関係 に関す る研究 (平井,2001;平井・鈴木 0恒藤 0池永・柏木,2002;Hirai
et al。 ,2002),が ん患者 と家族の心理的適応におけるソーシャルサポー トの役割に関す る
研究 (塩崎,2005)。 乳がん患者の心理的適応に関する前向き観察研究 (Hirai&Shiozaki,
2007),がん患者の心配評価尺度の開発 (Hirai et al.,2008;Ito et al。 ,2009)な どがある。
近年では,こ れ らのアセスメン ト研究をもとに,生物‐心理由社会モデルに基づ く心理学的
支援 (eegり 問題解決療法)に関す る研究も行われ るようになった (e.gり Hirai et al.,2012;
Hirai,Wada,Kanai,Ito,通しMotooka,2010; 平井・塩:崎 ,2008)。
本博士論文は,そ の中でも,筆者が,主に支援プログラムの作成,プ ログラムの実施 ,
データ収集 0解析を担当す るなど,研究の中で主要な役害Jを果た してきた手術後の肺がん
患者 に対す る 日常身体活動量の回復 に着 目した支援 に関す る研究の一部 をま とめた もの
である。当大学の医療心理学研究グループでは,以前より,肺がん患者における身体活動
と QOLに関す る一連の研究が行われてきた (e.g。,Arai,Hirai,Harada,&Tokoro,2010;
Hirai et ale,2007)。 例えば,Hirai et al.(2007)で は,手術数 日後か ら手術 4週間後ま
での肺がん患者を対象に 日常身体活動量 (歩行数)と 不安・抑 うつ との関連の検討を行っ
ている。Arai et al.(2010)に おいては,化学療法を受ける進行性の肺がん患者を対象に ,
日常身体活動量 (歩行数)の促進のために,歩行数に関する目標設定 とフィー ドバ ックを
中心的な技法 とす るプログラムの実行可能性の検討を行つている。本博士論文研究は,こ
れ らの研究知見を応用・発展 させて実施 したものである。
本博士論文は,第 1章 か ら第 3章により構成 されている。第 1章では,主に手術後の肺
がん患者における QOLの アセスメン ト研究及びがん患者における身体活動研究を概観 し,
手術後の肺がん患者の QOLに 対す る支援方法 として, 日常身体活動量の回復に着 目す る
ことの意義について述べる。第 2章では,手術後の肺がん患者に対する日常身体活動量の
回復を支援することが QOLの回復に有効であるかの検討を行 うために実施 した一連の研




l… 2… 1がん患者における 00Lの 定義及び測定尺度
肺がん手術は,手術の翌日から食事がとれるなど,他のがん手術 と比べて,身体的な負
担が軽いと言われている (関根・渡辺 (監修),2011)。 特に近年では,胸腔鏡補助下手
術など身体的負担の少ない手術法の開発も進んでいる (中 田・佐伯 0栗 田・高嶋,2001)。
しかし,実際には,手術後の肺がん患者は QOLの低下を長期的に経験することが報告さ
れている (eogり Handy et al。 ,2002;Schulte et al。 ,2009)。 QOLと は, “現在の生活経
験に基づいた自分の健康状態に関する主観的評価"と 定義され,様々な生活領域から構成
される多面的な概念である (Campbell et al.,1976;Ringdal&Ringdal,1993)。 治療技
術が進歩 した現代医療においては,症状の改善や生存期間などの医学的な評価に加え,こ
の QOLと い う患者 自身による評価も,治療の計画や評価を行 う際に重要な役割を果たし
ている (Aaronson,Bullinger,&Ahmedzai,1988;Niezgoda&Pater,1993)。
QOLは複数の領域から構成される概念であることは先に述べたが,が ん患者における
QOLは ,身体面 (e.g"身体機能,痛み等の身体症状), 日常生活機能面 (eogり 日常生活
動作,家事等の生活活動,仕事),心理面 (e.gり 不安,抑 うつ,認知機能,心の痛み),社
会面 (eogり 家族や社会との調和,社会的役害1,経済環境)の領域から構成されている (福
原,2001;下妻,2001)。 このがん患者の QOLの 各領域における健康状態を評価するため
に,こ れまでに国内外で様々な自己報告式の QOL尺度が開発されてきた (福原,2001)。
その中でも,信頼性 と妥当性が確認 されている代表的な QOL尺度には,the European
Organization  for  Research  and  Treatment  of Cancer  Quality  Of Life
QueStiOnnaire‐ Core questionnaire 30(EORTC QLQ‐ C30:Aaronson et ale,1983), がん
治療の機能評価i(the Functional Assessment of Cancer Therapy(FACT):Cella et al.,
1993)な どがある (下妻,2001)。 また,が んを含む慢性疾患患者の QOLを測定するため
に開発 された the Medica1 0utcomes Study 36‐ Item Short Form Health Survey(SF‐ 36:
McHorney,Ware,&Raczek,1993)も ,が ん患者を対象とした多くの QOL研究で用いら
れている (Soni&Cella,2002)。 この 4つの QOL尺度は,いずれも上述した QOLの 4
つの領域 (身体面, 日常生活機能面,心理面,社会面)に対応する下位尺度を含んでいる
(T妻 ,2001;Soni&Cella,2002)。
本博士論文研究では,がん患者の QOLにおける 4つの領域の内,身体面, 日常生活機
能面,社会面の健康状態を測定するために,肺がん患者に対 して最も頻繁に用いられる尺
度の 1つ である EORTC QLQ‐ C30の 日本語版 (Kobayashi et al。 ,1998)を構成する下位
尺度の一部を用いた (Montazeri,Gillis,&McEwen,1998)。 EORTC QLQ¨ C30は ,が ん
に関する調査と治療のためのヨーロッパ機構 (European Organization for Research and
Treatment Of Cancer:EORTC)の QOL研究グループが,国際的な臨床試験に参加 して
いるがん患者の QOL状態を評価するために開発 したものである (佐伯・江口,2003)。
本邦でも大腸がん患者を対象とした研究 (角 田ら,2004)な どで用いられている。
がん患者の QOLを構成する領域の 1つである心理面に関しては,上述 した QOL尺度
の他に,患者の気分/感情状態や心理的苦痛 (e.gり 抑 うつ・不安)な どを評価するための
自己報告式尺度や面接法を用いた研究も数多く行われてきた。自己報告式尺度を用いた研
究では,身体疾患患者における不安と抑 うつを測定するための病院環境における不安・抑
うつ尺度:(the Hospital Anxiety and Depression Scale(HADS):ZigmOnd&Snaith,
1983),がん患者に対 して適応障害や うつ病を簡便にスクリーニングするためのつらさと
支障度の寒暖計 (Akizuki,Yamawaki,Akechi,Nakano,&Uchitomi,2005),患者の様々
な気分状態を測定するための感情プロフィール検査 (PrO■le Of Mood States(POMS):
MacNair,Lorr,&Droppleman,1971)な どが一般的に用いられる (平井,2008)。 本博士
論文研究では,患者の QOLにおける心理面の健康状態の測定には,国際的にもがん患者
を対象 とした多くの研究で用いられている HADSの 日本語版 (東 ら,1996)を 用いた。
HADSは ,元 々は身体疾患をもつ患者の不安と抑 うつ状態を評価するために ZigmOnd&
Snaith(1983)が 開発 したものであり,抑 うつや不安に関して,臨床的な支援が患者のス
クリーニングをするための臨床基準点も設定されている (Kugaya,Akechi,Okuyama,
6
Okamura,&Uchitomi,1998)。 本邦においても,乳がん患者 (角 田ら,2005)や 消化器
のがん患者 (松下・松島,2005)な どを対象 とした研究で用い られるなど,一般的な尺度
である。
1… 2-2 手術後の肺がん患者の 00Lに 関する研究
乳がんなど他のがん種と比べて,手術後の肺がん患者の QOLに関するアセスメン ト研
究の数は少ないが (Schulte et al。 ,2010;Sugimura&Yang,2006),い くつかの研究によ
り,手術を受ける肺がん患者は,QOLの 各領域において阻害や困難さを報告することが
示されている。本項では,手術を受ける肺がん患者が手術前から手術後にかけてどのよう
に QOLの各領域が変化するのか,も しくは回復するのかに着 目するために,特に (1)手
術前,(2)手術直後 (退院から手術 lヶ 月前後),(3)手術から 3ヶ 月以降に分けて,こ
れまでのアセスメン ト研究を概観する。
まず,手術を受ける肺がん患者は,手術前の時点で QOLの 低下が報告 されている
(Brunelli et al。 ,2007;Handy et al。 ,2002)。  frllぇ |ゴ , Handy et al。 (2002)は , SF-36
(McHorney et al.,1993)を 用いた検討を行い,手術前の肺がん患者 (139名 )が ,年齢
をマッチさせた健康な成人と比較 して,身体機能得点, 日常生活機能得点,精神的健康得
点が低いと報告することを示 している。手術を受ける肺がん患者 191名 (分析対象 156名 )
に対 し,手術の 2日 前又は 3日 前に SF‐36(McHorney et al。 ,1993)への記入を依頼 し





ど (eog.,Nagamatsu et al。 ,2007),患者は肺機能の低下を経験するが,こ の肺機能の低下
に伴って,患者は主観的にも身体症状 (e.gり 息切れ,痛み)の経験や身体機能 (eogり 長
い距離の歩行に対する支障)の低下を報告する。例えば,EORTC QLQ‐ C30(Aaronson et
al.,1983)を 用いた Win et al.(2005)は ,手術 lヶ 月後の肺がん患者 (110名 )が ,手
術前 よ りも,痛み得点・息苦 しさ得点が高 く,身体機能得点が低いことを報告 している。
その他の自己報告式の QOL尺 度を用いた研究によつても,痛み得点・息苦 しさ得点及び
身体機能得点に関 して同様の結果が得 られている (退院時 :Schulte et al.,2009;Zieren,
Muller,Hamberger,&Pichlmaier,1996;手 術 lヶ 月後:Balduyck,Hendriks,Lauwers,
Sardari,Nia,&だ Van Schil,2007;Brunelli et al.,2007;Dales et al.,1994;Kenny et ale,
2008)。
日常生活機能面や社会面に関 しても,Win et al.(2005)は,手術前よりも手術 lヶ 月
後に,EORTC QLQ‐ C30(Aaronson et al。 ,1983)に よつて測定 された 日常生活機能得点
と社会機能得点が低下す ることを報告 している1。 その他にも,手術前 と退院時 (Schulte et
ale,2009;Zieren et ale,1996)及 び手術子lヶ 月後 (BalduyCk et al。 ,2007;Brunelli et al.,
2007(日 常生活機能得点のみ))の 日常生活機能得点 0社会機能得点の比較において同様
の結果を示す研究知見が得 られている。
さらに,心理面に関 しては,手術後に多 くの患者が′い理的苦痛を報告すること(Uchitomi
et ale,2000;Uchitomi et al。 ,2003;Walker,Zona,&Fisher,2006)も 一貫 して幸艮告 され
ている。例えば,Uchitomi et al。 (2003)は ,212名 の手術 lヶ 月後の肺がん患者に対 し
て,精神疾患の診断 0統計マニュアル (Diagnostic and Statistical Manual of Mental
Disorders 3rd edn,rev(DSM‐ Ⅲ R̈);American Psychiatric Associatioon,1987)に 基づ
く半構造化面接を行い,8.0%の 患者が うつ病の診断基準を満たす ことを報告 している。ま
た,Walker et al。 (2006)は ,手術 1週 間後の肺がん患者 (n=119)に対 して,抑 うつ
症状を測定す るベ ック抑 うつ尺度 (Beck Depression lnventory(BDI):Beck,Steer,&
Garbin,1988)を 実施 し,29%以上の患者が臨床基準点以上の得点を報告す ることを明 ら
l EORTC QLQ‐ C30における日常生活機能尺度の項目には,“仕事をすることや日常生活活動
に支障がありましたか ?"な どが,社会機能尺度の項 目には,“身体の調子や治療の実施
が,家族の一員としてのあなたの生活のさまたげになりましたか ?"な どがある (他 の項
目frllに ついては, p37参 照)。
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かに している。
この手術直後における QOLの 低下が,手術後 どれ くらいの期間で手術前の状態にまで
回復す るのか,も しくは手術前の状態にまでは回復 しないのかについては一貫 した結果が
得 られていない (Balduyck et al.,2009)。 例えば,手術直後の身体機能得点 0日 常生活機
能得点 0社会機能得点の低下は手術 3ヶ 月後に(Balduyck et al.,2007;Win et al。 ,2005),
痛み得点・虐、切れ得点についても手術 6ヶ 月後には (Win et al。,2005),手術前 と同程度
の状態まで回復す ることを報告する研究もある。一方で,手術 6ヶ 月後 (Handy et al。 ,
2002), さらには手術から 2年後経過 した後 も,手術前の状態まで回復 しない と報告す る
ことを示す研究もある (Schulte et al。 ,2009;Schulte et al。 ,2010)。
心理面については,Uchitomi et al.(2003)が ,手術 lヶ 月後に加 えて,3ヶ 月後 と 12
ヶ月後に,DSM¨ Ⅲ‐R(American Psychiatric Associatioon,1987)に 基づ く半構造化面
接を行い, うつ病の診断基準を満たす患者の割合が,それぞれ 8。 0%,5。2%,4.7%で ある
ことを報告 している。診断基準を満たす患者の害J合は,手術 lヶ 月後よりも,3ヶ 月後 と
12ヶ 月後は減少 しているが,統計的には有意差はないことも報告 されている。一方で,横
断研究では,手術後 1年以上たった患者を対象に HADS(Zigmond&Snaith,1983)を
実施 した研究により,臨床基準点以上の得点を示 した患者の割合が,不安症状では 20‐25%,
抑 うつ症状では 5。 6‐ 9。4%であることが報告 されている (Feinstein et al.,2010;Myrdal,
Valtysdottir,Lambe,&Stahle,2003;Ostroff et al.,2011)。 疫学用抑 うつ尺度 (Center fOr
Epidemiologic Studies Depression Scale(CES‐ D):Radloff,1977)を 用いた横断研究で
も,20%以 上の患者が臨床基準点以上の抑 うつ得点を報告す ることが示 されている (Sarna
et ale,2002;Sarna et al.,2010)。 しか し,手術後の肺がん患者における QOLの変化を縦
断的に検討 した研究は少ないたため (Schulte et al。 ,2010),今 後,さ らなる研究の蓄積が
必要である。
以上の結果をまとめると,手術を受ける肺がん患者における QOLの各領域 (身体面・




した健康な成人と比較 して,QOLの 各領域における阻害を報告 していることから,手術
後の肺がん患者は,時期に関わらず,QOLの 低下を経験 していると考えられる。我が国
における肺がん手術の標準的な治療 日程では,患者は手術 1週 間から 10日 後に退院を迎
える (関根・渡辺,2011)。 よつて,手術後の肺がん患者は QOLが最も低下している期






(eoge,Speck,Courneya,Masse,Duval,&Schmitz,2010)。  次節では, まず, 身体活動
の定義及び測定方法について概説 した上で,手術後の肺がん患者の QOL回復における身
体活動の役割について概説する。そして,これまでに行われてきたがん患者に対する身体
活動に着 目した支援に関する研究を概観 し,手術後の肺がん患者に対する身体活動に着 目
した支援の意義を論 じる。
1… 3 手術後 の肺がん患者 にお ける身体活動 と 00Lと の関係
1-3-1 身体活動の定義 と測定方法
身体活動 とは,“ 安静に している状態 よ り多 くのエネルギーを消費する全ての動き"と




がん患者 を対象 とした研究では,自 己報告式尺度を用いて身体活動量を測定す るものが
多い (Lynch et al.,2010)。 代表的な身体活動量の自己報告式尺度には,ゴーデ ィン余暇
時間運動調査票 (the Godin Leisure Time Exercise QueStiOnnaire:Godin&Shepherd,
1985)や 7日 間 身 体 活 動 回想 調 査 票 (the Seven‐ Day Physical Activity Recall
QueStiOnnaire:Blair et al.,1985)な どがある。 これ らの自己報告式尺度では,主にある
一定期間内 (e.gり 7日 間)について,主に身体活動の中でも “運動"について強度別 (低
強度 (e.gリ ヨガ,軽い歩行,ゴルフ);中強度 (eogり 速歩,野球,テ ニス);高強度 (e.gり
ランニング,サ ッカー,激 しい水泳))に頻度や時間を回顧的に回答することを求めてい
る (Lynch et al。 ,2010)。 そ して,多 くの研究において,ア メ リカにおける公衆衛生のガ
イ ドラインの基準量 (e.gり 中強度以上の身体活動を少なくとも 1週 間に 150分以上)を




“生活活動"やゆっくりとした散歩などの低強度の “運動"である。そ して, 日常生活に
復帰を目指す手術後の患者においては,こ のようなの “生活活動"(e.gり 炊事等の家事 )
や低強度の “運動"(eog"ゆ っくりとした散歩)が できるようになることが,手術後の回
復具合の指標になると考えられる。 しか し,上述 したような身体活動量の 自己報告式尺度
は,身体活動の中でも,主に “運動"に焦点を当てたものが多い。 さらに,“ 生活活動 "
も含めた測定を行っているものでも,一 定期間について回顧的な評価・評定を求めるため ,




の “運動 "を通 した 日常身体活動量 を正確 に測定す ることが困難 であると考 え られ る
(International Agency for Research on Cancer,2001)。
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これ らの課題 を改善する方法の 1つ が,日 常身体活動量を歩行数によつて評価すること
である (Lynch et al。 ,2010)。 日常生活における “生活活動"や低強度の “運動"も 含め
た 日常身体活動量を評価す る指標 として,歩行数は近年の研究で最 も一般的に用い られて
いる (熊原 ら,2008)。 この歩行数の測定に用いられ る歩数計には,振 り子式歩数計 と加速
度計測装置付歩数計がある (熊原 ら,2008)。 振 り子式歩数計 とは,一定 レベル以上の振動
によつて,内蔵 されたバネが伸縮 し,その伸縮に伴って,そ のバネ と連結 している振 り子
が上下に動 くことで歩行数 をカ ウン トす る歩数計のことである (Tudor‐ Locke,Williams,
Reis,&Pluto,2002)。 この振 り子式歩数計には,速度の遅い歩行に対す る測定の正確性が
低いことも幸艮告 されている (CrOuter et al.,2003;Le Masurier&Tudor‐ Locke,2003)。
一方で,加速度計測装置付歩数計は,身体が垂直方向に動いた ときに,その加速度の変化
を測定 し,その加速度を基に歩行数をカ ウン トす る歩数計のことである (熊原 ら,2008)。
加速度計測装置付歩数計は,国 内外の研究により(eogり CrOuter et al.,2005;熊 原 ら,2008;
Melanson et al.,2004),歩 行速度及びその変化に関わ らず,歩行数を正確に測定できる利
点がある。 したがつて,本博士論文研究では,加速度計測装置付歩数計 (Life Coder Ex,
Suzuken Co.,Ltd。 ,Nagoya,Japan)を用いて 日常身体活動量の測定を行った。加速度計
測装置付歩数計は,本邦において,股関節疾患 (小野 ら,2003),虚血性心疾患 (二渡 ら,
2004),糖尿病 (熊原 ら,2008;津下 ら,1999;鈴木 0高橋,2006)な どの身体疾患・慢性
疾患を患 う患者 を対象 とした 日常身体活動量のアセスメン ト研究及び介入研究に用い ら
れている。





(a)手 術後の肺がん患者における身体活動と肺機能との関係 第 1章 2節 2項で
12
述べたように,手術後の肺がん患者は,QOLの 各領域 (身体面・心理面 0日 常生活機能
面 0社会面)で様々な阻害を経験 している。この手術後の QOLの低下には,肺がん手術
による肺機能の低下が関連 していると指摘 されている (Jones et al。 ,2009)。 実際に ,
Peddle et ale(2009)は ,手術前後の肺がん患者の肺機能の変化量が QOL尺度の一つで
ある FACT(Cella et al.,1993)に よつて測定された手術後の身体機能得点や 日常生活機
能得点と関連 していることを報告 している。そして,こ の肺機能の低下は,痛みや息切れ
などによってもた らされ る不活動状態によって悪化す る可能性があるため (Jones et al.,
2009;Nazarian,2004),日 常生活への復帰を目指す手術後の肺がん患者にとつては,肺機
能の回復のために,家事などの “生活活動"やゆっくりとした散歩などの強度の低い運動
などにより, 日常生活の中で,身体を動かす こと (身体活動)を意識的に行 うことが必要
である。
手術後の肺がん患者を対象 とした研究は行われていないが,手術後の肺がん患者 と同様
に肺機能の低下をもた らす慢性閉塞性月市疾患 (ChrOnic Obstructive Pulmonary Disease:
COPD)の 患者や手術前の肺がん患者 を対象 とした研究では, 日常生活の中での身体活動
量 (日 常身体活動量)が肺機能 と関連 していることが一貫 して報告 されている (e.gり NOvoa,
Varela,Jimenez,&Ramos,2011;SchonhOfer,Ardes,Geibel,Kohler,&Jones,1997)。
これ らの研究では,歩数計によつて測定 された歩行数 を 日常身体活動量の指標 として検討
している。例えば,SchonhOfer et al.(1997)は ,肺機能状態の指標の 1つ である FEVl%
(Foerced Expiratory Volume in lst second:1秒 率)が ,歩行数 と有意な正の相関 (r=.54,
ρ<.01)が あることが示 されている (Fig。 1‐ 1参照 )。 また,歩行時間も FEVl%(1秒率 )
と有意な正の相関 (r=。 36,p<.05)が あることが示 されている。FEVl%(1秒 率)と は ,
息を努力 して吐き出 した量 (努力肺活量)の 内,最初の 1秒間に吐き出された空気量 (1
秒量)の割合を指す。具体的には,FEVl%(1秒 率)=1秒 量÷努力肺活量 ×100と い う


















































Fig。 1-1。 1曼性閉塞性肺疾患患者における1日 の平均歩行数 (歩/日 )と
FEVl%(1秒率)と の関係。N=25,FEVl%(1秒 率)=息 を努力 して吐き出 し
た量 (努力肺活量)の内,最初の1秒間に吐き出された空気量 (1秒量)の割合
(1秒率),図は''Evaluation of a movement detector to lneasure daily activity
in patients with chronic lung disease'',by B.Schonhofer,R Ardes,Mo Gleibel,
Do Kohler,&RW.Jones,1997,倒生θ Eurttθan Rθβplraιory及フロ″2aム Ia p.
2817を使用 .
が少ないことを示 している。手術前の肺がん患者を対象とした研究においても,歩行数が
































しずつ長 くしてい くなど, 日常生活の中で少 しずつ身体を動かす こと (日 常身体活動量 )
を増やす ことが勧められている (中 川・今井,2006)。
(b)手 術後の肺がん患者 における身体活動 と 00Lと の関係 手術後の肺がん患者
における家事などの “生活活動"や ゆつくりとした散歩などの強度の低い運動を通 した 日
常身体活動量の回復は,肺機能だけでなく,QOL回 復にも重要な役害1を果たしている。






体面 0心理面・社会面)の健康状態がよいと報告することが一貫 して報告されている (eogり
Valenti,Porzio,Aielli,Verna,Cannita,Manno et al.,2008)。 また,治療後の乳がん患者
を対象に,15週間の有酸素運動プログラムを実施 した結果,プ ログラム前後における肺機
能の回復が,身体機能得点及び 日常生活機能得点と主観的幸福感得点の改善と有意な関連




の肺がん患者を対象 とした数少ない研究の 1つである Coups et al。 (2009b)においても,
手術後 1年以上経過 した患者 (再発のない手術 1‐6年後の肺がん患者 175名 )を対象とし
てお り,身体活動量の測定も自己報告式尺度 (ゴーディン余暇時間運動調査票,Godin&
Shepherd,1985)を 用いている。この Coups et al.(2009b)の 研究では,“現在 (手術
1¨6年後)"の 1週 間の中強度以上の平均運動時間がアメリカにおける公衆衛生のガイ ドラ
15
インの基準量 (e.g"中 強度以上の身体活動を少なくとも 1週 間に 150分以上)を満たす
者は満たさない患者 よりも,QOL尺 度の 1つである SF‐ 36(McHorney,Ware,&Raczek,
1993)に よつて測定 された身体機能 0日 常生活機能状態がよく,HADS(Zigmond&Snaith,
1983)に よつて測定 された抑 うつ得点が低い と報告す ることが示 され,乳がん患者を対象
とした研究知見 と一貫 していた。一方で,Coups et al.(2009b)は ,現在 (手術 1¨6年後 )
の 1週 間の平均運動時間に加 えて,肺がん診断前の 6ヶ 月間 と診断後 6ヶ 月間の平均運動
時間に関 してもゴーディン余暇時間運動調査票 (Godin&Shepherd,1985)を 用いて,回
顧的に記入を依頼す ることで検討 している。その結果,中 強度以上の運動時間は,診断前
6ヶ 月間及び現在の状態 よりも診断後 6ヶ 月間は減少 している一方で,低強度の運動時間
は時期による変化はない と報告することを示 している。
この結果は,診断前 と比べて,診断後 6ヶ 月間は中強度以上の身体活動の頻度や時間は
減少す るが,軽い散歩のような低強度の運動時間は減少 していないことを示 している。 し
か し,第 1章 3節 1項で述べたように,ゴーディン余暇時間運動調査票 (Godin&Shepherd,
1985)の ような自己報告式尺度では,日 常生活に復帰す る期間における手術後の肺がん患
者が行っている身体活動の大半を占めると考えられ る “生活活動"や低強度の “運動"に
よる身体活動量 を正確 に評価 できていない可能性 がある (Ball et ale,2001;Sallis&
Saelens,2000)。 実際に,歩数計を用いて手術前後の肺がん患者の 日常身体活動量の測定
を行った Novoa et al。 (2009)は ,手術前 よりも手術後に 日常身体活動量が減少す ること
を報告 している。Novoa et al.(2009)は ,肺葉切除もしくは片肺全摘手術を受けた 21
名の非小細胞がん患者を対象に (平均年齢 63± 10。 9歳 ),歩行数を指標 とした 日常身体活
動量を測定す るために,手術前か ら手術 lヶ 月後までの間,歩数計の装着を依頼 し,手術
前後での 1日 の歩行数の平均の比較を行った。その結果,肺葉切除 (n=18)を受けた患
者の 1 日の平均歩t行数 (± SD)は , 手術前が 10703± 3807歩 ,[手i術後が 7978± 4486
歩であ り,平均 25%減少す ることが示 された (Figり 1‐2参照 )。 片肺全摘手術 (n=3)を











肺葉切除群 (n=18) 片肺全摘群 (n=3)
Fig.1‐ 2。 肺がん手術前後における1日 の平均歩行数 (歩/日 )の変化.図 は"Inttuence of
mttOr pull■ onary resection on postoperative daily ambulatory activity of the patients",
by N.Novoa,G.Varela,M.E Jimenez,&J.L.Aranda,2009,Interact」 ive
の r」οyascuねr and tthara力 Suこ圏 、2p0936を参考に作成 .
ることが示 された。 よつて, 日常生活に復帰す る期間の手術後の肺がん患者においては ,
手術前 よりも,生活活動や低強度の運動によつて 日常生活の中で身体を動かす こと (日 常
身体活動量)は少なくなっていると考えられ る。
一方で,日 常生活に復帰する期間における手術後の肺がん患者において,歩行数を指標
とした日常身体活動量が QOLと 関連 しているのかについて検討 した研究は行われていな
い。そこで,筆者が所属 している医療心理学研究チームでは,手術後の肺がん患者におけ
る歩行数を指標 とした日常身体活動量と QOLにおける心理面の領域 との関連についての
アセスメン ト研究が行われてきた (eeg"Hirai et al。 ,2007)。
Hirai et al.(2007)は ,手術後経過観察中の肺がん患者 20名 を対象に,手術後 4週間
の加速度計測装置歩数計 (Life Coder Ex,Suzuken Co。 ,Ltd。 ,Nagoya,Japan)の 装着と



















Fig.1‐ 3。 Hirai et al。 (2007)に おける研究の手続き.図 は,"Physical activity and
psychological attustment in Japanese early‐ stage malignant pullnonary and lnediastinal
disease patients after surgery",by K.Hirai,H.Arai,So Yukawa,Ne Sawabata,T.Igura,T.
Ktagawa,。 ,̈7■ It。 (2007),Paper presented at ιLθ Saαθり/Far lhι egrat」 iye Mettcinθ 3rd
Lιema″οnaf gan丘刀℃nθθ,を「現豪こ竹三F文
1‐3参照),手術後の肺がん患者における日常身体活動量 と抑 うつ・不安 との関連の検討 を
行った。不安 0抑 うつの測定には,HADS日 本語版 (東 ら,1996)が用い られた。研究に
参加へ同意 した 20名 の内の 16名 (平均年齢 65。 1± 9。 1歳 ;IA:8名 ,IB:1名 ,ⅢA:3
名,そ の他:4名 )が分析対象 とされた。そ して,Tlの抑 うつ,不安,身体症状の得点を
それぞれ共変量 とする繰 り返 しのある共分散分析により,手術後 1週間 と手術 3週間後
(Week l)か ら 4週間後まで (Week 4)の 1日 の平均歩行数 (身体活動量)と 手術 1週
間後 (Tl)の 自己報告式尺度の得点の関連が分析 された。その結果,Week l及び Week 4
の平均歩行数 (歩/日 )は ,Tlの身体症状及び不安の得点 とは関連が見 られない一方で ,
Tlの抑 うつ得点 とは有意な関連があることが示 された。さらに,抑 うつ得点の中央値で ,
抑 うつ高群 と低群を分けて,分析を行つた結果 ,抑 うつ得点が高い患者は,低い患者 より,
1日 の平均歩行数 (歩 /日 )力 少`ないことが示 された。
この結果は,個人の気分状態 と日常生活の中での行動活性 (Behavioral activation)の
程度 との相互関係 に着 目した抑 うつの行動理論 (Lewinsohn,1975;Martell,Addis,&
Jacobson,2001)と 一致する結果であ り,歩行数によつて測定 された 日常身体活動量が ,
抑 うつの行動理論における行動活性の程度の指標 としても用いることができることを示






とが明らかとなつてお り,“生活活動"や低強度の “運動"に よつて一般にもたらされる
ポジティブな結果 (e.gり 部屋がきれいになる,家族から感謝 される,快感情)を経験する
機会が得 られていない可能性があると考えられる。抑 うつの行動理論に基づく支援は,こ
れまでに,ア メリカを中心に研究が行われ効果が認められている (eog。 ,Cuttpers,van
Straten,&Warmerdam,2007;Dimittian,Barrera,Martell,M[uioz,&Lewinsohn,
2011)。 本邦でも,近年,大学生が対象ではあるが,基礎的なアセスメン ト研究が行われ
るようになつてきてお り (伊藤,2010;伊藤・松見,2008;2009;2010;伊 藤・村田・松見 ,
2012)、 今後は抑 うつに対する臨床的介入にも取 り入れられるだろう。
‐Courneya(2001)及び抑 うつの行動理論に基づくと,手術後の肺がん患者においては ,
運動療法で求められる中強度以上の “運動"でなくても,日 常生活の中で,家事などの “生
活活動"やゆつくりとした散歩などの低強度の “運動"を通 した日常身体活動量の回復を
支援することは,QOLに おける身体面 0日 常生活機能面 0社会面の健康状態の回復に加
えて,心理面の健康状態の回復に貢献できると考えられる。
しかし,手術後の肺がん患者を対象とした研究では,歩行数を指標 とした日常身体活動
量が QOLにおける心理面以外の領域 (身体面 0日 常生活機能面・社会面)の健康状態と
関連 しているかについては研究が行われていない。さらに,手術後の肺がん患者において ,
この歩行数を指標 とした 日常身体活動量自体にはどのような要因が影響 しているかにつ
いても明らかになつていない。これまでのがん患者を対象とした研究では,主に自己報告
式尺度によって測定された 日常身体活動量には,人 口統計学的要因 (eogり C° ups et al。 ,
2009a;Stevinson et al。 ,2009)だ けでなく,身体的要因 (e.ge,Courneya et al。 ,2008;
Rogers et al。 ,2008)が 影響 していることも示されている。Hirai et al.(2007)に おいて
も,身体症状と日常身体活動量 (歩行数)に は関連の検討が行われているが,痛みや息苦
しさなど具体的な症状との関連は十分に行われていない。また,日 常身体活動量 (歩行数 )
の測定は,手術直後から行われているため,手術前と比べ, 日常身体活動量 (歩行数)が
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どの程度まで減少するのか,も しくは,どの程度まで回復するのか,さ らには,そ の日常
身体活動量の変化が QOLと 関連 しているのかについては明らかとなつていない。よつて ,





も,有酸素運動や筋カ トレーニングのような中強度以上の “運動"を定期的に実施 しする
運動療法に関する研究が中心であった。そこで,次節では,こ れまでに行われてきたがん





的機能の回復・改善がもたらされることを意図している (Courneya et al。 ,2001;van




例えば,Courneya et al.(2003)は ,ラ ンダム化比較試験により,手術,放射線治療 ,
化学療法療法を終えた乳がん患者に対する運動療法の有効性の検討を行っている。運動療
法群では,専門家の指導のもと,週に 3回 ,自 転車エルゴメーターによる有酸素運動を 15
週間実施 した。その結果,介入直後において,運動療法群は,運動に関する支援を行わな
かつた統制群よりも,身体面では,最大酸素摂取量や乳がん患者の QOLを測定する自己
報告式尺度である FACT(Cella et al.,1993)に よつて測定された身体機能得点が改善し
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た。また,心理面についても,自 己報告式尺度による幸福感得点 と自尊心得点が有意に改
善す ることを報告 している。また,Mehnert et al。 (2011)も ,ラ ンダム化比較試験によ
り,放射線治療や化学療法療法を終えて 4週間以上たった乳がん患者に対す る運動療法の
有効性の検討 を行つている。運動療法群の患者は,週 に 2回 90分のグループセ ッシ ョン
(1グループ平均 5名 )を 10週 間に参加 した。運動療法には,室内の運動施設で実施す
る運動 (e.g"体操,身体を使ったゲーム)と 屋外で実施する運動 (e.gリ ウォーキングや
ジ ョギング)が含まれていた。その結果,身体面では,最大酸素摂取量について,待機群
よりも,運動療法群の方が有意に改善 した。また,心理面でも,HADS(Zigmond&Snaith,
1983)に よって測定 された不安・抑 うつ得点について,運動療法群の方が有意に改善す る
ことが報告 されている。
さらには,メ タ分析研究によつてもがん患者に対す る運動療法の有効性が示 されている
(eog。,Duttts,Faber,Oldenburg,van Beurden,&Aaronson,2010;Speck et al。 ,2010)。
例えば,Speck et al.(2010)は ,治療中と治療後のがん患者 (成人)を対照 とした運動
療法研究のメタ分析 を行つた。メタ分析の対象 となった研究は,2005年か ら 2009年 の間
にランダム化比較試験によつて運動療法の有効性の検討 を行つた 66本であつた。分析対
象 となった研究の内,83%が 乳がん患者 を対象 としたものであつた。運動療法の内容は ,
80%以 上が有酸素運動又は有酸素運動に他の運動 (e.gり 筋カ トレーニング)を組み合わせ
たものであった。結果は治療中と治療後の QOLの各領域に対す る効果量 (effect size)に
大きな違いはなかつた。ここでは治療後に運動療法を実施 した研究における効果量の平均
について述べると,身体活動量が.38,心肺機能が.32,不安得点が一.43,抑 うつ得点が一。43,
ポジティブ気分が。39と い う結果になった。この結果は,が ん治療後のがん患者において ,
身体活動の 1つ である “運動"を定期的に継続 して実施することは,身体活動量,心肺機
能,QOLにおける心理面 (不安,抑 うつ,ポ ジティブ気分)の領域の回復に関 して,Cohen















Spruit et al.約 3ヶ 月経過 した非
(2006)   小細胞がん患者
N=10
前後比較試験
有酸素運動 (自 転車 トレッ ドミ
ル)・ 筋カ トレーニング・体
操 :毎 日 08週 間
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有酸素運動 (自 転車 トレッ ドミ
ル):手 術か ら退院までの期間
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前後比較試験




入院中 (手術翌 日か ら手術 5日 ま
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Note.沐辞ま“Exercise intervention to improve exercise capacity and health related quality oflife
for patients with non― small celllung cancer:A systematic review'',by G.Lo Granger9 Co E
McDonald,S.Berney Co Chao,&L.Denehヌ 2011,Lung Cancer,72,p139‐ 153で レビューの対象
となつた文献のうち,手術後の肺がん患者のみを対象とした研究を抜粋し作成,QOL=Quality Of
Life,FACT‐ L=Functional Assessment of Cancer Therapy― Lung,EORTC QLQ¨C30=EurOpean
OrganizatiOn for Research and■ eatment of Cancer 30-itenl Core Quality Of Life QueStiOnnaire
1… 3-4 手術後の肺がん患者に対する身体活動に着 目した支援
近年では,呼吸リハビリテーション (Pulmonary rehabilitation)の 枠組みの中で,肺
がん患者に対する運動療法の有効性の検討を行 う研究も行われるようになつた (Nazarian,
これまでの肺がん患2004)。  Granger,M[cDonald,Berney,Chao,&Denehy(2011)は ,
者を対象 とした運動療法研究の レビューを行つている。Table l‐ 1に は,Granger et al.
(2011)の レビューの対象 となつた研究の内,手術後の肺がん患者のみを対象 とした研究
を示 した。
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Tablel‐ 1に示 されているように,手術後の肺がん患者を対象 とした運動療法研究は,研
究数が少ない上に,1つの研究 (Arbane,Tropman,Jackson,&Garrod,2011)を 除き ,
他の 3つの研究は前後比較研究もしくは,運動療法へ参加 しなかつた患者 を統制群 として
運動療法群 と比較を行った研究であることか ら,ま だ研究が始まつたばか りであることが
分かる。運動療法の開始時期は,手術か ら退院までの期間に開始す る研究 (Arbane et al。 ,
2011;Cesario,Ferriフ Galetta,Pasqua,Bonassi,Clini et al,2007)と 手術後か ら 1‐3ヶ 月
以上経過後に開始す る研究 (Jones,Eves,Peterson,Garst,Crawford,West et al。 ,2008;
Spruit,Janssen,Willemsen,Hochstenbag,&Wounters,2006)が ある。いずれにおいて
も,手術か ら 3ヶ 月以内に開始 されてお り,手術か ら比較的早い段階で運動療法が開始 さ
れていることが分かる。運動療法の内容は,主に乳がん患者 を対象 とした研究 と同様 , ド
レッ ドミルなどを用いた有酸素運動が中心である。そ して,研究結果については,心肺機
能,6分間の歩行テス ト (Spruit et al.,2006),呼 吸困難 (Cesario et al。 ,2007),下肢の
筋肉 (Arbane et al。,2011)が 改善することが示 されている。 よつて,手術後の肺がん患
者に対 して,身体活動の 1つ である “運動"を定期的に実施することは,患者の肺機能や
筋力の回復に有効である。一方で,QOLに 関 しては,改善があった研究 (Jones et al.,2008)
と改善がなかつた研究 (Arbane et al。 ,2011)が あ り,結果が一貫 していないだけでなく,




働省,2006a),退 院後の自己管理がこれまで以上に求められ るようになっている (皆川 ら,
2004;塚原 ら,2003)。 特に,肺がん手術の標準的な治療 日程では,患者は手術か ら 1週 間
か ら 10日 で退院を迎えることに加 え,退院後のケアやサポー トは,約 2週間か ら 4週間
に一度の定期的な外来が中心である (関根・渡辺,20H)。 よって,患者は,日 常生活に復
帰後,自 身の健康回復に向けて,服薬や健康行動 (e.gり 食事,運動)な どを自己管理す る
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必要がある。 このような医療現場の現状を鑑みると,手術後の肺がん患者に対 して,運動
療法で求められ るよ うな強度の強い “運動"ではな く,実際の 日常生活の中で,“ 生活活
動"や強度の低い “運動"を通 した 日常身体活動量の回復に着 目した支援 を行 うことは ,





ルや筋カ トレーニングを実施す るための機材 とその機材 を設置す るための施設が必要で
ある。そ して,安全で適切な運動を患者に提供す るための運動療法の専門家を雇用す る必
要 もある。 さらに,一般的に運動療法は,数週間の間,週 に複数回,定期的にセ ッシ ョン





以上のような背景か ら,本博士論文研究では, 日常生活に復帰す る期間における手術後
の肺がん患者の QOL回 復を支援するために,身体活動の中でも, 日常生活の中で 自己管
理が可能な家事などの “生活活動"やゆっくりとした散歩などの強度の低い運動を通 した
日常身体活動量の回復に着 日し,その支援プログラムの有効性の検討を行 う。 この “生活
活動"や強度の低い “運動"を通 した 日常身体活動量回復の 自己管理に着 目した支援は ,
日常生活の中で実施可能なものである一方で,患者 自身による主体的な取 り組みが必要 と
なる。つま り,患者 自身に,どのような身体活動 (eogり 家事などの “生活活動"や散歩な
どの低強度の運動)を ,どのようなスケジュールで増や してい くのかを自身で決定 し,管
理 してい くこと (自 己管理)が求め られ る。 したがつて,患者 自身が,生活の中で,“ 生
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活活動"や強度の低い “運動"を通 した 日常身体活動量の回復を,上手 く自己管理す るた
めの具体的な支援方法があれば,手術後の肺がん患者の 日常生活への順調な復帰をサポー
トす ることができると考えられ る。医療心理学の領域において,こ の様な患者 自身の行動
に対す る自己管理への支援に関 しては,セルフマネイジメン ト法の有効性が一貫 して報告
されている。次節では,こ のセルフマネイジメン ト法について概説 した後に,身体・慢性
疾患患者の 日常身体活動量の回復・改善に対するセルフマネイジメン ト研究の概観を行 し,
手術後の肺がん患者の 日常身体活動量の回復を支援す る具体的な方法 として,日 標設定 と
セルフモニタ リングを用いることを述べる。
1-4 セル フマネイ ジメン ト法 (自 己管理法 )
1-4-1 セル フマネイ ジメ ン トの プロセス と主 な技法
セルフマネイジメン ト (Self management)と は,心理学の分野では,即時的な外的サ
ポー トがない状態で,自 分のある特定の行動が生 じる可能性 を変えるために個人が行 う一
連のプロセス と定義 されている (Kanfer&Karoly,1972)。 セル フマネイジメン トのプロ
セスは,が んのような身体疾患を患 う人が,治療後に仕事等の社会復帰のためや合併症予
防のために,自 分の身体状態に合わせた新たな生活習慣や習1貫行動を獲得 しなければな ら
ないなど,長期的にポジティブな結果を得て,ネ ガティブな結果を避ける必要がある場合
な どに生 じる (Kanfer,1970)。 Kanfer(1970)の セルフマネイジメン ト 0モデルでは ,
セルフマネイジメン トは Step l:自 己観察,Step 2:自 己評価,Step 3:自 己強化の 3つ
の段階か らなるとされている。つま り,ま ず 自分 自身の行動を観察 し(Step l:自 己観察 ),
観察 した 自身の行動 とある “基準"と の比較を行い,そ の基準を達成 しているか どうかを
判断 し (Step 2:自 己評価),達成できている場合は,自 身に報酬を与え,達成できていな
い場合には,自 身の行動の見直 しをする (Step 3:自 己強化)と い うようなプロセスを繰
り返 し経 ることで,行動変容が完了す る。例えば,手術後の肺がん患者 (女性・主婦)の
場合で考えてみると,まず,退院 1週 間後に,家事の中でも料理 と皿洗いだけができると
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い う自身の行動を観察する (Step l:自 己観察 )。 そ して,全ての家事を自分一人でこな し
ていた手術前の状態を基準にして比較を行 うと,現在の状態はこの基準には達 していない
と判断 0評価 され る (Step 2:自 己評価 )。 このネガティブな自己評価が下されて しま うと,
自分 自身に対 して,「頑張つた」などポジティブに語 りかける機会 も少なくなるため (Step
3:自 己強化),新たな活動に取 り組 もうとしない可能性がある。一方で,料理 と皿洗いだ
けができるとい う自身の行動を観察 した としても (Step l:自 己観察),皿洗いのみができ
ていた退院後数 日の状態を基準す ると,皿洗いに加 えて,料理ができるようになった と判
断・評価することができるため (Step 2:自 己評価),自 分 自身に対 して,ポジティブに語
りかける機会 も増えるため (Step 3:自 己強化),洗濯など新たな活動に取 り組む可能性が
高まる。
効果的なセル フマネイジメン トを支援する,も しくはセルフマネイジメン トのスキルを
習得す るための技法 (セ ル フマネイ ジメン ト法)に は様 々な ものがあ る (Kanfer&
Gaelick‐ Buys,1986;根 建,1986;上地,2006)。 本博士論文研究では,複数あるセルフマ
ネイジメン ト技法の中で も,メ タ分析や レビュー論文によつて (Ferrier et al.,2011;
Michie,Abraham,Whittington,McAteer,&Gupta,2009), 一般成人や身体疾患患者
(eogり 冠動脈性心疾患患者 ,糖尿病)の身体活動や食行動などの健康行動に対するセルフ
マネイジメン ト法の中で,最 も重要な要素であることが示 されているセルフモニタ リング
と目標設定を用いた。
セルフモニタ リングとは,人が 自分のある行動の生起の有無を観察 し,体系的に記録す
ることである (Haynes&Wilson,1979)。 一方で,日 標設定は,行動を起 こす前に,達成
すべきパフォーマンスの基準を設定す ることと定義 される (Locke,1968)。 セルフマネイ
ジメン ト・モデル (Kanfer,1970)に基づ くと,行動の増減に直接的に影響す る “自己強
化"の段階は,“ 自己評価"において,“基準"と 自身のパフォーマンスの乖離の程度に影
響を うけるため (Grimm,1983),セ ルフマネイジメン ト法の中では,“ 目標設定"が最 も
重要な要素であると指摘 されている (Spates&Kanfer,1977)。 そ して,こ の適切な “目
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標設定"に よる “基準"と 自身のパフォーマンスを客観的に比較す るのをサポー トす るた
めに,構造化 された “セルフモニタリング"を “目標設定"と 組み合わせ ることで (Cullen,
Baranowski,&Smith,2001),ポ ジティブな自己強化が自動的に生 じると考えられ る。
つま り,あ る行動が起きるたびに,専用の用紙に印を書 くなどのセルフモニタ リングによ
つて,客観的に自己観察ができるようになる。そ して, 日標設定によつて,比較を行 うた
めの “基準"を 具体的で達成可能なものにすることで (Bodenheimer,&Handley,2009),
自己評価の段階において, 自動的にポジティブなフィー ドバ ックを受けることができる。
ポジティブなフィー ドバ ックを受ければ,自 己強化の段階で,自 分 自身に対するポジティ
ブな自己陳述や 自己賞賛 も生 じる。 さらに, 日常身体活動量を増や したい場合は, 日標設
定をスモールステ ップで段階的に増加 させ ることによつて,効果的に 日常身体活動量を増
加 させ ることができると考えられ る。以上のことか ら,Kanfer(1970)の セル フマネイ
ジメン ト 0モ デルにおいて,セルフモニタ リングは,Step l(自 己観察)と Step 2(自 己
評価)を , 日標設定は Step 2(自 己評価)を サポー トす る技法であると考えられ る。
1-4…2 身体・ 慢性疾患患者 の 日常 身体 活動量 に対す る 目標 設定 とセル フモニ タ
リングの有効性
身体・慢性疾患患者の 1つ である心臓疾患・糖尿病・慢性閉塞性肺疾患の患者を対象 と
した研究では,前項で述べた 目標設定 とセルフモニタリングにより日常身体活動量が増加
することが示 されている (de Blok et ale,2006;Furber,Butler,Phongsacan,Mark,&
Bauman,2010;Furber et al。 ,2008;Yates,Davies,Gorely,Bull,&Khunti,2009)。  例
えば,Furber et al.(2008)は ,2型糖尿病の患者の歩行数を指標 とした 日常身体活動量
に対す る目標設定 とセル フモニタ リングによる身体活動支援プログラムの効果の検討 を
行っている。226名 の患者の内,支援プログラムヘの参加 を希望 したものを身体活動支援
群 とし,希望 しなかつたものを通常治療群 として比較を行つた。通常治療群の患者は,看
護師による,糖尿病 と日常生活における糖尿病に対す る自己管理に関する 1時間の教育セ
ッシ ョンに参加 した。身体活動支援群では,通常治療群 と同様の教育セ ッシ ョンに加 えて ,
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教育セ ッシ ョン終了後 ,患者は,歩数計 と 1日 の歩行数 と身体活動の時間 と内容を記録 (セ
ルフモニタリング)す るための 日誌 (diary)が手渡 され ,それぞれの使い方を教示 された。
各患者は,教育セ ッシ ョンで取 り上げられた一般的な身体活動量のガイ ドラインを参考に
して,介入期間である 2週 間の 1日 の歩行数又は身体活動の時間の 目標 を各 自設定 した。
その結果 ,自 己報告によるウォーキングの時間や一般的な身体活動量のガイ ドラインを達
成 した患者の害J合 は身体活動支援群の方が通常治療群 よりも多いことが明 らか とな り,身
体活動支援プログラムの有効性が示 された。また,Furber et al.(2010)は , リハ ビリ
テーシ ョンに参加 しない心臓疾患患者を対象に, 日標設定 とセルフモニタ リングによる 6
週間の身体活動支援プログラムを実施 し,Furber et al.(2008)と 同様 , 日常身体活動量
(歩行数)に対す るプログラムの有効性 を明 らかに した。
さらに,Ferrier et al。 (2011)は ,心臓疾患患者の 日常身体活動量に対す る身体活動支
援プログラムに関す る研究をレビュー している。 レビューの対象 となつた研究は,1970
年か ら 2009年 までの間に 18歳以上の心臓疾患患者 を対象 として,日 常身体活動量のみを
標的行動 とした 23本であった。23本 の研究の内,14本が′い臓 リハ ビリテーションに参加
した (Post Cardiac Rehabilitation:Post‐ CR)患者 を,9本が心臓 リハ ビリテーシ ョンに
参力日していない (Non Cardiac Rehabilitation:Non‐ CR)患者 を対象 としていた。そ して ,
Post‐CRと Non¨CRの患者 を対象 とした身体活動支援プログラムは共に,日 常身体活動量
の促進に対 して効果があることが示 された。 さらに,どのような技法が 日常身体活動量の
促進に対 して有効であるかの検討 を行 うために,各研究の身体活動支援プログラムにおい
て用い られた技法のコー ド化を行った。その結果 , 日常身体活動量の促進に最 も効果があ
った技法の中で Post‐CRと Non‐CRに共通 していたものは,セルフマネイジメン ト法で
ある目標設定 とセルフモニタ リングであることが明 らかとなつた。 この結果は,日 標設定
とセル フモニタ リングが ,い臓疾患患者 に対す る身体活動支援プログラムの効果に対 して
中核的な役割 を果た していること示 している。以上のことか ら,本博士論文研究における
手術後の肺がん患者 を対象 とした 日常身体活動量の回復に対する支援プログラムでは,日
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標設定 とセル フモニタリングを中心的な技法 として用いた。
1…5 博士論文の 目的
1-5-1 博士論文の 目的
肺がん手術は,患者の QOLの低下をもたらす (Handy et al。 ,2002)。 特に,手術を終
え,日 常生活に復帰する期間においては,患者は肺機能が十分には回復 していない状態で ,
家庭での生活を始めなければならない。この日常生活に復帰する過程における肺がん患者















の関連についてのアセスメン ト研究を行った。研究 2か ら研究 4で は,研究 1の アセスメ
ン ト研究の結果に基づき,手術後の肺がん患者に対 して, 日常身体活動量の回復を目的と








研究開始から20名       研究開始から21名 日以降








測定項 目      日常身体機能面
QOL
社会面
EORTC‐ QLQ‐ C30日 本語版











退院後2回 日外来時 グラフを用いたフィー ドバック
Noteo QOL=Quality OfLife,EORTC QLQ― C30=European Organization for Research and mreatment of Cancer
30… item Core Quality Of Life QueStiOnnaire,HADS=Hospital Anxiety and Depression Scale.
有効性に関する個人差の検討及び QOLに対する有効性の維持に関する検討を行つた。
1-5-2 博士論文研究の研究デザイン
本博士論文研究では,既存対照試験 (Historical controlled trial:Friedman,Furberg,&
Demets,2010)を 応用 して手術後の肺がん患者の 日常身体活動量の回復プログラムが
QOLを構成する 4つの領域 (身体面 0日 常生活機能面,心理面,社会面)に及ぼす有効
性の検討を行つた。既存対照試験とは,過去の研究データを統制群 (対照群)と して設定
し,介入群との比較を行 うことで,介入法や介入プログラムの有効性の検討を行 う研究デ
ザインである (Friedman et al。 ,2010)。 先に述べたように,手術後の肺がん患者を対象
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とした 日常身体活動量 と QOLに 関する研究は少ない。 よつて,本博士論文研究では,こ
の既存対照試験の枠組みを応用 して,ま ず研究開始か ら 20名 を研究 1の アセスメン ト研
究への参加者 として募集 を行った。そ して,そ のデータを解析 し,その結果に基づ くプロ
グラムを作成 した。そ して,プ ログラムの効果検討 を行つた研究 2においては,研究 1の
分析対象者を統制群 (本博士論文研究では,通常治療群)と して設定 し,研究開始か ら 21
人 日以降を介入群 (本博士論文研究では,身体活動支援群)への参加者 とした。Table l‐ 2
に,研究 2における身体活動支援群 と通常治療群の手続き上の違いを示 した。既存対照試
験は,参加者 を無作為に群に割 り振るわけではないので,募集期の違いによつて発生す る
可能性のある参加者の偏 りを統制することはできない。 しか し,1つ の医療機関で研究を
行 う本博士論文研究のように多 くの患者 を募集す るのに時間がかかる場合においては,人




1-5-3 研究実施 医療機 関 と研究助成
本研究は,地域がん診療連携拠点病院 として指定を受けてお り,年間入院患者数は約
5000名 以上の大規模病院 (以下,Y病院 とする)で実施 した。さらに,がんに関する多 く




学「手術後の肺癌・乳癌患者の治療支援 と QOL向 上のための心理学的介入方法の開発 (代






2-1研究 1:手術後の肺がん患者の 日常身体活動量 と 00Lと の関係 2
2-1… 1 背景 と目的
第 1章でまとめたように,手術後の肺がん患者の QOL回復において,“ 生活活動"や低




Hirai et al。 ,2007)。 その研究によると,手術後の肺がん患者において,抑 うつ得点が高い
患者は低い患者よりも,1日 の平均歩行数 (歩/日 )力 少`ないことが明らかとなり, 日常
身体活動量とQOLの心理面の領域との関連が示された。 しかし,歩行数を指標 とした日





者背景 (eog。 ,Stevinson et al。 ,2009)に加えて,身体症状などの身体的要因 (e.g。 ,Courneya




2本研究の一部は, 日本感情心理学会第 17回 大会で発表 した。
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(歩行数)力 ど`の程度まで減少するのか,も しくは,どの程度まで回復するのか,さ らに
は,そ の日常身体活動量の変化が QOLと 関連 しているのかについては十分な検討が行わ
れていない。
以上のことから,研究 1では,(1)手術を受ける肺がん患者における入院,手術,退院
後の療養生活 という一連の治療過程における日常身体活動量及び QOLが どのように変化
するのかを明らかにすること,(2)退院後の肺がん患者の日常身体活動量及びその変化が
QOLと 関連 しているかかの検討を行 うこと,(3)退院後の日常身体活動量にはどのよう
な要因が関連 しているかを明らかにすることを目的とした。
2… 1-2 方法
(a)参加者 研究 1で は,Y病院において,以下の適格基準を満たす者を参加者 とし
た :1)肺 がん及び肺がん疑いで手術を受ける患者であること;2)年齢 18歳 以上であるこ
と;3)痴呆・せん妄、統合失調症などの精神疾患を有さないこと;4)外来通院、軽度の運
動が可能であること。その結果,20名 (男 性 10名 ・女性 10名 )が本研究の参加者 とな
った (平均 68.11歳 )。
(b)測 定項 日 本研究で用いた測定項 目を以下に示 した。
医学 的情報 口患者背景 各参加者の医学的情報 (診断名 ,病期,術式等)について
は,担当医師が評価 した。患者背景 (性別,年齢,教育歴,同居人数)については,患者
自身に専用の用紙に記入を依頼 した。
日常身体活動量の測定  日常生活における身体活動量 (歩行数)の測定には,加速
度言十測装置付歩数言十(Life Coder Ex,Suzuken Co.,Ltd.,Nagoya,Japan)を用いた (Photo
2‐ 1左写真参照 )。 加速度計測装置付歩数計は,腰のベル ト位置に装着 し (Photo 2‐ 1右写
真参照),身体が垂直方向に動いた ときに,そ の加速度の変化を測定 し,その加速度を基
に歩行数をカ ウン トするものであった (熊原 ら,2008)。 歩数計本体には,最大 200日 分
の歩行数/日 に加 えて,2分 ごとの身体活動 レベル (運動強度),身体活動時間 (合計・身
体活動 レベル別)/日 ,各人の性別 0年齢 0身長 0体重に基づ く運動量/日 (kcal)及び
33
Photo 2¨ 1.本研究で用いた加速度計測装置付歩数計 (Life Coder Ex,Suzuken Co。 ,
Ltde,Nagoya,Japan)本 体 (左写真)及び装着例 (右写真).本研究で用いた加速度
計測装置付歩数計は右の写真のように,腰の部分に装着するものであつた .
総消費量/日 (kcal)を 測定できるものであった。そ して,専用の ソフ ト (ラ イフライザ
ー02,Suzuken Co.,Ltd。 ,Nagoya,Japan)を インス トール したパ ソコンと接続することで
期間中の歩行数/日 ,2分 ごとの身体活動 レベル,身体活動時間 (合計 。身体活動 レベル
別)/日 ,運動量/日 (kcal),総 消費量/日 (kcal)の 総量や変化をグラフ化 し,それを
プ リン トアウ トして提示す ることができるものであった (Fig.2‐ 1‐ 1参照 )。 本研究では ,
日常身体活動量の指標 として歩行数に着 目したが,国 内外で行われたこれまでの研究によ
り,加速度計測装置付歩数計は,歩行速度及びその変化に関わらず,歩行数を正確に測定
することができることが明 らかにされている (CrOuter et ale,2005;Le Masurier&
Tudor‐ Locke,2003;]M[elanson et al.,2004;Schneider,Crouter,Lukajic,&Bassett,
2003;熊原 ら,2008)。 本邦では,股関節疾患 (ノJヽ 野 ら,2003),虚 血性心疾患 (二渡 ら,2004),




Fige 2‐ 1‐ 1。 心理教育で用いた加速度計測装置付歩数計 (Life Coder Ex:Suzuken Coe,
Ltd。 ,Nagoya,Japan)の アウトプット例の一部。上段は歩数計の装着期間における 1
日の運動量 (kca1/日 ),総消費量 (kca1/日 ),歩行数 (歩/日 ),活動時間 (分/日 )
の平均値と装着期間において最も身体活動量が多かった日の運動量 (kca1/日 ),総消
費量 (kca1/日 ),歩行数 (歩 /日 ),活動時間 (分 /日 )を示 している.中段は,歩行
速度別 (ジ ョギング・速歩・ゆつくり歩行)の 1日 の平均活動時間 (時/日 )を示して
いる.縦軸が時間 (h)を ,横軸が日付を示 している.下段は,主に 1日 の歩行数 (歩
/日 )と 運動量 (kca1/日 )を示 している.線 グラフが歩行数 (歩/日 ),棒グラフが運
動量 (kca1/日 )を示している.左 の縦軸が運動量 (kca1/日 ),右の縦軸が歩行数 (歩
/日 ),横軸が日付を示 している。
00Lの 測定 QOLにおける身体面・ 日常生活機能面 0社会面及び心理面の測定には
以下の 2つの尺度を用いた。
(1)00Lに おける身体面 口日常生活機能面 口社会面の領域の測定 European
Organization for Research and Treatment of Cancer 30‐ itelm Core Quality Of Life
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QueStiOnnaire(EORTC QLQ‐ C30,Aaronson et al.,1993)日 本語版 (Kobayashi et al。 ,
1998)の 下位尺度の一部を用いた。EORTC QLQ‐ C30は がんに関する調査と治療のため
のヨーーロッノくオ幾樟争(European Organization for Research and Treatment of Cancer:
EORTC)が ,国際的な臨床試験に参加 している患者の QOLを評価することを目的に開発
したもので (佐伯・江口,2003),全般的 QOL・ 機能尺度 (身体 0日 常生活機能 0社会・
感情・認知)0症状尺度 (疲労や痛みなど9症状)・ 経済的影響という下位尺度から構成
されている。機能尺度・症状尺度・経済的影響においては, “重い買い物袋やスーツケー
スを運ぶなどの仕事に支障がありましたか"な どの項 目に対 して, “1:ま ったくない",
“2:少 しある", “3:多い", “4:非常に多い"の 4件法で記入を求めるものであつた。
全般的 QOLについては, “この 1週間のあなたの健康状態は全体としてどの程度だった
でしょうか"な どの項 目に対 して, “1:と ても悪い"か ら “7:と てもよい"の 7件法で
記入を求めるものであった。全般的 QOL及び機能尺度の得点は大きいほど,全般的 QOL
及び機能状態がよいことを示 しており,症状尺度の得点が大きいほど,疲労や痛みなどの
症状がより強いことを示 している。原版の EORTC QLQ‐ C30の信頼性 と妥当性について
は, Aaronson et al.(1993), Bjordal&Kaasa(1992), Osoba et al.(1994), Ringdal
&Ringdal(1993)な どにより確認されている。EORTC QLQ¨ C30日 本語版の信頼性 と
妥当性は,Kobayashi et al.(2008)が入院中の肺がん患者 105名 (男 性 82名 ;女性 23
名)を対象として,検討を行つている。EORTC QLQ‐ C30に は,1項 目で構成されている
下位尺度もあるため (症状:下痢,食欲不振,息苦しさ,不眠,便秘;経済的影響),信
頼性については,2項 目以上から構成されている下位尺度について,ク ロンバックのαを
算出し,検討を行った。その結果,認知機能は, α=。 63で あつたが,その他の下位因子
においては, α=。70以上の値が得られ,内的整合性が確認されている。妥当性について
は,多特性スケー リング解析 (Multitrait scaling analysis)に より検討 し,各下位尺度で ,
収東的妥当性が確認 され,弁別的妥当性については, 日常生活機能及び認知機能以外の下
位尺度で確認がされた。EORTC QLQ¨ C30は ,日 本語を含めた 17の言語に翻訳されてお
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Table 2-1‐ 1
HADS日 本語版の質問項目例及び本研究で用いたEORTC QLQ‐ C30の 下位尺度及び質問項目例
質問項目
HADS(4件法)
不安       緊張感を感 じますか ?(1.ほ とんどいつもそう感 じる ～ 4.全 くそう感 じない)
のんびり腰かけて,そ してくつろぐことができますか ?(1.で きる ～ 4.全 くできない)
くよくよした考えが′いに浮かびますか ?(1.ほ とんどいつもある ～ 4.ほ んの時々ある)
抑 うつ      以前楽しんでいたことを今でも楽しめますか?(1.以前と全く同じ位楽しめる ～ 4.全 くない)
笑えますか ?いろいろなことのおかしいlm~が 理解できますか?(1。 以前と同じように笑える ～ 4.全 く笑えない)
まるで考えや反応が遅くなつたように感 じますか?(1.ほ とんどいつもそう感 じる ～ 4.全 くそう感 じない)
EORTC QLQ― C30
機能尺度 (4件法:1.全 くない ～ 4.非常に多い)
身体機能    重い買い物袋やスーツケースを運ぶなどの力仕事に支障がありましたか
屋外の短い距離を歩くことに支障がありましたか
一日中ベッドで過ごさなければなりませんでしたか
日常生活機能  仕事をすることや 日常生活活動に支障がありましたか
趣味や レジャーをするのに支障がありましたか




身体症状 (4件法:1.全 くない ～ 4.非常に多い)
痛み      痛みがありましたか
痛みがあなたの日々の活動のさまたげになりましたか
虐、苦しさ    屋、切れがありましたか
Note.HADS=HOspital Anxiety and Depression Scale,EORTC QLQ‐ C30=European Organization for Research and ηreatment of
Cancer 30‐ item Core Quality Of Life QueStiOnnalre
り,これまでは欧州で用いられることが多かったが,近年では北米やオース トラリアでの
研究でも用いられるようになった (佐イ白・江口,2003)。 本邦においては,肺がんだけで




領域の測定 EORTC QLQ¨ C30に おける機能尺度である身体機能, 日常生活機能,社会機
能を,症状尺度の中でも手術後の肺がん患者にとつて最も一般的な身体症状である屈、苦し
さ尺度と痛み尺度を用いた。
(2)00Lに おける心理面の領域の測定 QOLの 心理面の領域の健康状態の指標 として
の抑 うつと不安を測定するために,Hospital Anxiety and Depression Scale(HADS)
日本語版 (東 ら,1996)を用いた。HADSは ,身体疾患をもつ患者の不安と抑 うつ状態を
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評価す るために Zigmond&Snaith(1983)が 開発 したもので,国際的にも一般的に用い
られているものである (清水,2008)。 本邦においても,角 田ら (2005)や松下・松島 (2005)
などがん患者 を対象 とした研究では一般に用い られている。HADSは ,14項 目か ら構成
されてお り,不安に関する項 目 (7項 目)に は 「緊張感 を感 じますか ?」 ,抑 うつに関す る
項 目 (7項 目)には 「以前楽 しんでいたことを今でも楽 しめますか ?」 などがある。各項
目に対 して,現在について,最も当てはまると思われ るものを 4件法 (0‐3)で回答を求
めるものであ り (得点範囲:合計得点が 0‐42,抑 うつ・不安が 0‐21),合計得点が大きい
ほど,抑 うつ・不安状態が強いことを示 している。HADS日 本語版の信頼性 と妥当性は ,
東 ら (1996)に より検討 されている。東 ら (1996)は ,総合病院を受診 した 15歳 以上 60
歳未満の消化器内科外来患者 (276名 )に対 して HADS日 本語版の記入を求め,ク ロンバ
ックの α係数を算出 した ところ,不安については,男性が α=.82,女性が α=.87であ り,
抑 うつについては,男性が α=。 75,女性が α=.76であつたことか ら,HADS日 本語版の
内的整合性が確認 された。また,同 時に記入 を求めた他の抑 うつ尺度 (Zung's Sel■ rating
Depression Scale:SDS)及 び不安尺度 (状態 0特性不安尺度:STAI)と の Spearmanの
順位相関係数を算出 し,妥当性の検討 を行った。その結果,HADSの 不安得点 と STAIに
よる状態不安得点 (男 性:r=.68,p<.01;女 性 :r=。 72,p<。 01)及び特性不安得点 (男 性 :
r=。 58,ρ <。 01;女性 :r=。 61,p<.01)は 共に中程度の正の相関関係があつた。また,HADS
の抑 うつ得点 と SDS得点にも中程度の正の相関関係があった (男 性:r=。 46,p<。 01;女
性:r=。 57,p<.01)。 この結果か ら,HADSの 不安尺度及び抑 うつ尺度の基準関連妥当性
が確認 された。さらに,HADSは ,臨床的な対応が必要な抑 うつ・不安状態にある身体疾
患患者のスク リーニングに用い られることが多い尺度であ り (清水,2008),HAD日 本語
版の臨床基準点も明 らか となつている。Kugaya et al.(1998)は ,128名 のがん患者 を対
象 とした研究を行い,DSM‐Ⅲ‐Rの診断基準 と照 らし合わせて,HADS日 本語版の合計得
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Fig.2‐ 1‐2.研究1における研究手続き.
(c)手続 き 本研究は,X年 3月 か らX+1年 7月 までの期間,Y病院にて行われた。
本研究は呼吸器外科の医師 との共同研究により行われたため,研究に先立ち,研究の趣 旨
と手続 きを説明 した上で,第 2章 1節 2項で記述 した本研究の参加者の適格基準を満たす
患者の紹介を依頼 した。
本研究は,前向き観察研究 (PrOspective Observational Study)で あ り,研究手続 きを
Fig.2‐ 1‐2に示 した。 Fig.2‐ 1‐2に示 されているように, まず , 入院説明 日 (Tl)に , 主
治医か ら本研究の趣 旨の説明と研究参加への依頼が行われた。その後,心理学を専門 とす
る研究者 1名 が研究の内容やスケジュール,プ ライバシーの保護 ,中 断 0拒否の権利等に
ついて記入 した用紙を用いなが ら,研究の詳細な説明を行い,同意書への記入を依頼 した。
文書にて同意が得 られた患者のみが本研究に参加 した。同意書への記入の後,各参加者に
は,質問紙への記入の依頼を行つた。質問紙への記入の後,歩数計の装着方法を教示 し,
本 日か ら退院後の 2回 日外来までの約 3ヶ 月間,入浴以外の時間は全て装着するように依
頼 した。研究内容や歩数計の装着方法などの参加者か らの質問があつた場合には,そ の都
度答えた。入院説明 日 (Tl)以 降は,手術後 (T2),退院後 1回 日外来 (T3),退院後 2
回 日外来 (T4)の 際に,質問紙を実施 した。2回 日外来 (T4)の 際には,質問紙の記入後 ,
歩数計を回収 し,入院説明 日 (Tl)か ら退院後 2回 日外来までの期間の身体活動量の変化
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を,専用のパ ソコンソフ トを用いてグラフ化 したものを,プ リン トアウ トして提示 しなが
ら,退院後の身体活動量の回復の程度をフィー ドバ ックした。 フィー ドバ ックの際には ,
手術後及び退院直後以降,徐 々に 日常身体活動量が回復 していることを説明 した。
(d)分析対象者及 びデー タ分析  参加者 20名 の内,1名 の参加者が手術中止 とな り,
3名 の参加者が研究の途中で研究への参加の中止を申し出たため,分析対象か ら除いた。
また,退院後 2回 日外来 (T4)の 際に,歩数計をほとん どつけていないことを申し出た参
加者 1名 も分析対象か ら除いた。本研究の適格基準には含まれていなかつたが,向精神薬
の服用は患者の抑 うつ 0不安状態に強い影響を与えると考えられ るため,本研究では,交
不安薬を服用 していた 1名 の患者 も分析対象か ら除外 した。 さらに,残 りの 14名 の入院
前の歩行数の平均 (標準偏差)を算出 した ところ,1名 (女性)が 20000歩 近い歩行数を
示 していた。ス ミル ノフ・グラブス検定を行った ところ,こ の参加者の入院前の歩行数は
外れ値であることが示 されたため (ι (12)=2。 61,ρ <.05),分 析対象から省いた。以上の
ことか ら,最終的に,本研究では 13名 を分析対象 とした。分析か ら除いた患者 と分析対
象者の患者背景の比較を行 うと,年齢 (ι (18)=1。 21,コ .s。),診断 (χ 2(4)=2.08,コ .s.),
病期 (χ 2(6)=4.42,ュ s.),術式 (χ 2(4)=4.73,ュ s.)に ついて偏 りはなかつた。
13名 の分析対象者に関 して,各尺度の信頼性の検討 を行 うため,各尺度について,Tl
か らT4ま でのクロンバ ックの αを算出 した。その上で,入院前か ら退院後 2回 日外来ま
での歩行数の変化を明 らかにするために,各分析対象者について,入院説明 日か ら入院 日
(入院前)0入院 日か ら手術 日 (手術前 )・ 手術 日か ら退院 日 (手術後 )・ 退院 日か ら退院
後 1回 日外来 (退院 日‐1回 日外来)0退院後 1回 日外来か ら退院後 2回 日外来 (退院後 1
回日外来以降)の期間(計 5回 )の平均歩行数 (歩/日 )を算出した。また,QOLが どのよ
うに変化するかを検討するために,各時点でのHADS得点 (合計得点・不安得点 0抑 う
つ得点),EORTC QLQ口 C30の身体機能得点・日常生活機能得点 0社会機能得点・痛み得
点・息苦しさ得点を算出した。
さらに,退院後の日常身体活動量とQOLと の関連を検討するため, “退院後 1回 日外
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来以降"の平均歩行数 (歩 /日 )と 退院後 2回 日外来 (T4)で測定した HADS得点 (合
計得点・不安得点・抑 うつ得点)及び EORTC QLQ‐ C30の 身体機能得点 0日 常生活機能
得点・社会機能得点との相関係数 (Pearson)を 算出した。また,退院後の日常身体活動
量の変化が QOLと 関連 しているかの検討を行 うため,“退院 日…1回 日外来"と “1回 日外
来以降"の歩行数の変化量を算出した上で,HADS得点 (合計得点・不安得点 0抑 うつ得
点)及び EORTC QLQ‐ C30の 身体機能得点・ 日常生活機能得点・社会機能得点との相関
分析を行った。“退院 日…1回 日外来"と “1回 日外来以降"の歩行数の変化量は,『“1回 目
外来以降"の平均歩行数 (歩/日 )一 “退院 日‐1回 日外来" の平均歩行数 (歩 /日 )』 と
いう式で算出した。
そして,退院後の日常身体活動量にはどのような要因が関連 しているかを明らかにする
ために,“入院前"の平均歩行数 (歩/日 )及び痛み得点・息苦しさ得点と “1回 日外来以
降"の平均歩行数 (歩/日 )及び “退院 日 1̈回 日外来"と “1回 日外来以降"の歩行数の
変化量 (歩/日 )と の相関係数 (Pearson)を 算出した。また,年齢等の患者背景と “1
回日外来以降"の平均歩行数 (歩 /日 )及び “退院 日‐1回 日外来"と “1回 日外来以降"
の歩行数の変化量 (歩/日 )の 関連についても検討 した。
2-1-3 結果
(a)患者 (分析対象者)の背景 Table 2‐ 1‐ 1に分析対象者の人口統計学的背景及び・
医学的背景を示 した。研究 1の分析対象者 13名 (男 性 7名 ;女性 6名 )の平均年齢は 66。 62
歳 (SD=7.37;年齢範囲:51‐ 78歳 )であった。診断は,腺がんが 9名 ,扁平上皮がんが
2名 ,大細胞がんと転移性月市腫瘍 (原発 :大腸がん)が それぞれ 1名 であった。肺がんの
病期は,他のがんと同様に,“TNM分類"に基づいて分類される(日 本肺癌学会 (編 ),2003)。
T(Tumor)は ,最初にできたがん (原発巣)そ のものの状態を,N(Regional Lymph Nodes)
は,リ ンパ節への転移の状態を,M(Distant Metastasis)は ,転移の有無を表 している。
そして,がんの大きさや進行の程度をこの TNM分類によって,判断し,そ の組み合わせ




































































Noteo Mし 平均,"=標 準偏差 .
本肺癌学会 (編 ),2003)。 さらに I期 か らⅢ期では,さ らにその病期の中で,軽いものを
a,重いもの bと して分けられる (浅村 ,2009)。 この TNM分 類に基づ く本研究における
非小細胞がん患者の病期は,Iaが ,7名 ,Ibが 1名 ,Ⅱ aが 2名 ,Ⅲ aが 1名 であつた。
術式は,肺葉切除が 9名 ,部分切除,区域切除,肺葉切除 と部分切除を共に実施 した患者
がそれぞれ 1名 であった。肺葉切除 とは,がんが存在する肺葉の切除を行 うことで,同時
に リンパ節 とその周辺の組織 をを切除す るリンパ節郭清を行 うことが肺がん手術におけ
る標準的な治療方法 とされている (中 川・今井 (編 ),2006)。 部分切除はがんの部分をく
さび状に切除す る方法を,区域切除は肺葉 よりも小 さい区域を切除する方法を指 し,が ん








退院後 1回 日外来 退院後 2回 日外来






























Note.HADS=Hospital Anxiety and Depression Scale,EORTC QLQ¨ C30=European Organization for Research and
heatment of Cancer 30-item Core Quality of Life QueStiOnnalre.
D5項 目中3項 目の分散が0であったため,残 りの2項 目についてのα係数であった。
D5項 目中1項 目の分散が0であったため,残 りの4項 目についてのα係数であった。
°5項 目中1項 目の分散が0で あつたため,残 りの4項 目についてのα係数であった。
の2項 目共に分散が0で あったため,α係数の算出ができなかった。
(b)各 尺度の信頼性の検討 本研究における各尺度のクロンバックのαを Table
2‐ 1‐2に不 した。Table 2‐ 1‐2に示されているように,HADS日 本語版及び自己効力尺度に
ついては,各因子 ともに,Tlか らT4の クロンバ ックの αの平均値が α=.80か らα=。 94
であり,本研究における内的整合性が確認された。EORTC QLQ‐ C30においては,身体
機能については,平均がα=。76であつたが,Tl,T2,T4に おいて一部の項目の得点の
分散が 0で あったため,そ の項目を除いた項 目の信頼性係数を算出した。また, 日常生活
機能,社会機能,痛みに関しては,項 目数が 2項 目と少なかつたこともあり,時期による
αの値の変動が大きかつた。
(c)入 院前か ら退院後 2回 日外来までの身体活動量 (歩行数)及び 00Lの 各領
域の得点の変化
日常 身体活動量 (歩行数 )の変化 各参加者の “入院前",“入院 日 手̈術 日",“手
術 日‐退院 日",“退院 日…1回 日外来",“ 1回 日外来以降"における平均 日数は,“入院前 "
が ]√ =13.46日  (SD=10.14;range=1‐ 28), ``入 陽:日 一手続予日"が ■√=5。 00日  (SD=1。 08;
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inge=3‐ 7), ``手術 日‐退院 日" が 几f=17.08日  (SD=6.14;range=10‐ 30), ``i量 陽七日‐1
回 日外来"が M‐ 14。 46日 ("=5.03;range=4‐ 24),“ 1回 日外来以降"が 動『=33.85
日 (SD=6。62;range=25‐ 49)。 であった。
Fig.2‐ 1‐ 3に各参加者における “入院前",“入院 日‐手術 日",“手術 日‐退院 日",“退院 日
‐1回 日外来",“ 1回 日外来以降"における 1日 の平均歩行数 (歩 /日 )を示 した。Fig.2‐ 1¨ 3
に示 されているように,“入院前"の平均歩行数が最 も多 く,“手術 日一退院 日"に最 も少
なくな り,退院後に歩行数が徐々に回復 していることが見て とれ る。1日 の平均歩行数 (歩
/日 )について時期によって変化するかの検討を行 うために,対応のある 1要因分散分析
を行つた ところ,時期の主効果が有意であつた (F(4,48)=14.86,p<.01)。 時期の主
効果が有意であったため,ラ イアン法 (Ryan's method)に よる下位検定を行った ところ ,
“入院前"は他の全期間よりも有意に平均歩行数 (歩 /日 )が 多 く (pS<.05),“ 入院 日‐



























手術 日 退̈院 日 退院 日‐1回 日外来 日























1回 日外 来後 4週 日以 降
平均 12.84日
における退院後の1週間ごとの歩行数の変化。N=13.
が多 く (ps<。 05),“ 1回 日外来以降"と は有意差がなかつた (■。s。 )。 一方で,“ 手術 日‐
退院 日"の 平均歩行数 (歩/日 )は “退院 日‐1回 日外来"と は有意差はなかつたが (n.s.),
“1回 日外来以降"よ り有意に少なかった (ρs<。 05)。 そ して,“退院 日‐1回 日外来"と
“1回 日外来以降"の平均歩行数 (歩 /日 )に有意差はなかつた (nes.)。
次に,手術後の肺がん患者の 日常身体活動量が どのように回復す るかの検討を行つた。
まず ,“入院前"と “1回 日外来以降"の平均歩行数 (歩/日 )の比較を行 うと,“ 1回 目
外来以降"の平均歩行数 (歩 /日 )は “入院前"の約 65%に なることが明 らか となつた。
また,“退院 日-1回 日外来"と “1回 日外来以降"の平均歩行数 (歩 /日 )の比較を行 う
と,“ 1回 日外来以降"は “退院 日‐1回 日外来"と 比べて,歩行数 (歩/日 )が平均 して
37.26%増加す ることが示 された (“ 退院 日‐1回 日外来"と “1回 日外来以降"の歩行数の
変化量:y=1179。 92歩 /日 ,"=1555.81)。  さらに, この ``退 院 日‐1回 日外来" と ``1
回 日外来以降"の期間における日常身体活動量が どのよ うに回復す るのかを詳細に検討す
るために,“ 1回 日外来以降"の期間について,1週間ごとの平均歩行数 (歩/日 )を算出
退 院 日
‐1回 日外 来   1回 日外 来後 1週 目
平均 14。 46日           平均 7日
Fig.2‐ 1‐ 4.“退 院 日
‐1回 日外 来 "及 び “1回 日外 来以 降 "
1回 日外来後2週 目   1回 日外来後3週 目
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した。各期間における日数は,“ 1回 日外来後 1週 目",“ 1回 日外来後 2週 目", “1回 目
外来後 3週 目"が全参加者 7日 間であ り,“ 1回 日外来後 4週 日以降"は M唯 12.84日 ("
=6.62;range=4‐ 28)であつた。 Fig.2‐ 1‐4各参加者における “1回 日外来以降"におけ
る 1週 間ごとの 1日 の平均歩行数 (歩/日 )を示 した。各期間における 1日 の平均歩行数
(歩 //日 )は , ``退 院 日‐1回 日外丼ざ' が M‐ 3124.67 (SD=1721.24), ``1[ヨ ロメ朴来後 1
週 目が Mし 3937。 81(SD=1732。 74),``1[ヨ ロダ朴来場至2i曰 日''が ]f=4152。07(SD=1894.54),
“1回 日外来後 3週 目"が ML 4227。 08(1%)=2163。 64),“ 1回 日外来後 4週 日以降"が
M‐ 4541。 19(SD=2310。 10)で あった。 Fig。 2‐ 1‐4に示 されているように,退院後 1回
目の外来直後の 1週 間は歩行数の増加量が多 く,そ れ以降は,あま り歩行数の変化が少な
いことが見て取れ る。時期による変化があるかの検討 を行 うために,対応のある 1要因分
散分析を行つた ところ,時期の主効果が有意傾向であつた (F(4,48)=2。 49,ρ =。 055)。
ライアン法 (Ryan's method)に よる下位検定を行った ところ,“ 1回 日外来後 4週 日以降"
は “退院 日-1回 日外来"よ りも有意に平均歩行数 (歩 /日 )が 多 く (ρ <.05),そ の他に
は有意差はなかった (コ。s。 )。
以上の結果か ら,手術を受ける肺がん患者は,手術後に 1日 の平均歩行数 (歩 /日 )は
減少 し,退院 lヶ 月後の時点では,入院前の平均歩行数 (歩/日 )の約 65%ま で回復す る
ことが示 された。
さらに,退院後の歩行数の変化について個別の検討を行 うために,“入院前 ",“ 退院 日‐1
回 日外来",“ 1回 日外来以降"の期間に限定 して,各分析対象者の平均歩行数 (歩/日 )
を Fig.2‐ 1‐5に示 した。Fig。 2‐ 1‐5に示 されているように,13名 中 3名 (A,G,K)の 分
析対象者については,“ 退院 日‐1回 日外来"における平均歩行数 (歩/日 )が 2500歩 以下
と少なく,“ 1回 日外来以降"においても歩行数の増加が見 られなかつた。
00Lの 変化  入院前か ら退院後にかけての QOLの変化を明 らかにす るために ,
EORTC QLQ‐ C30の 痛み得点・息苦 しさ得点・身体機能得点・ 日常生活機能得点 0社会













































Fig.2‐ 1‐ 5。 人院前,退院日‐1回 日外来,1回 日外来以降における各分析対象者の平均歩行数.A‐Mは研究1
の各分析対象者を示す。





たところ,痛み得点,息苦 しさ得点共に,入院説明 日 (Tl)よ りも,手術後 (T2),退院
後 1回 日外来 (T3),退院後 2回 日外来 (T4)の 得点の方が高かつた (ps<。 05)。 さらに ,
息苦 しさ得点においては,手術後 (T2)か ら退院後 2回 日外来 (T4)の得点に有意差が
なかつた一方で,痛み得点については,手術後 (T2)の得点が,退院後 1回 日外来 (T3)
及び退院後 2回 日外来 (T4)の 得点が高かった (ps<。 05)。 つま り,痛みは手術後に最 も
強 くな り,退院後には手術後 よりは和 らぐが,手術前 よりは痛みが強いことが示 された。
一方で,虐、苦 しさは,手術後に強 くな り,手術後約 lヶ 月半は,そ の息苦 しさは続 くこと
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Table 2‐ 1‐3





退院後1回 日外来 退院後2回 日外来































73.46(22.28)    83.59(10。 75)    82.05(13.44) ρ<.01
60.26(30。 84)    73.08(30.84)    79。 49(16.88) p<.01





&"02" 貌31K21■0 %21⊂ 9つ 困Ю80■m pCm Tlま i轟lT4
10。 26(16.01)  41.02(24。 17)  35。 90(25。 32)  33.33(27.22)p<.01 Tl<T20T30T4
Noteo HADS=Hospltal Anxiety and Depression Scale,EORTC QLQ¨ C30=European Organization for Research




しさ得点 と同様の結果 とな り,手術後 (T2)か ら退院後 2回 日外来 (T4)の得点に有意
差がなかった一方で,入院説明 日 (Tl)よ りも,手術後 (T2),退院後 1回 日外来 (T3),
退院後 2回 日外来 (T4)の 得点が有意に低かった (ps<.05)。 この結果 より,肺がん患者
は,手術前 と比べて,手術後に重い荷物を運ぶ,屋外を歩 くなどの身体機能は低下 し,手
術後約 lヶ 月半の間はその低下が持続す ることが明 らか となつた。
日常生活機能得点についても時期の主効果が有意であった。下位検定を行つた ところ ,
入院説明 日 (Tl)よ りも,手術後 (T2),退院後 1回 日外来 (T3),退院後 2回 日外来 (T4)
の得点が有意に低い一方で (ps<.05),退 院後 2回 日外来 (T4)よ りも手術後 (T2)の
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得点が有意に高かった (ρ <.05)。 つま り,肺がん患者は,手術後,仕事,家事などの生
活活動,趣味などの 日常生活での活動を実施するのが困難にな り,手術 lヶ 月半後にはそ
の困難 さは和 らぐが,手術前 よりは 日常生活機能が低下 していることが示 された。
社会機能得点についても時期の主効果が有意であつたため,下位検定を行つた ところ ,
入院説明 日 (Tl)よ りも手術後 (T2)の得点が有意に低 く (p<.05),手 術後に社会的な
活動に阻害が生 じることが示唆 された。
HADSの 各得点については時期の主効果が有意なものはなかつた (■ .s.)。 この結果 より,
不安・抑 うつに関 しては,手術前か ら退院後まで変化は少なく,比較的安定 していること
が明 らかとなつた。臨床基準点 (11点 )に基づ く検討 を行 うと,各時点において,4名
(30.77%)な い しは 5名 (38.46)が 臨床基準値以上の得点を報告することが明 らか とな
った。
(e)退 院後の 日常身体活動量 と 00Lと の関連  Table 2… 1‐4に は,“ 1回 日外来以降"
の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )及び “退院 日‐1回 日外来"か ら “1回 日外来以降"の歩行
数の変化量 (歩 /日 )と “退院後 2回 日外来 (T4)"で の HADS得 点,身体機能得点, 日
常生活機能得点,社会機能得点の相関係数 (Pearson)を 示 した。Table 2‐ 1‐4に示 されて
いるように,“退院後 1回 日外来以降"の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )は ,“退院後 2回 目
外来 (T4)"で の HADS合 計得点 (r=‐。49),不安得点 (r=‐。46),抑 うつ得点 (r=‐ .50)
と中程度の負の相関関係があ り,身体機能得点 (r=.58)及 び 日常生活機能得点 (r=。 68)
と中程度の正の相関関係があることが明 らか となつた。一方で ,“ 退院後 2回 日外来 (T4)"
社会機能得点 とは弱い正の相関関係があった (r=。 24)。 また,“退院 日 1̈回 日外来"か ら
“1回 日外来以降"の歩行数の変化量 (歩/日 )は ,“退院後 2回 日外来 (T4)"で の HADS
合計得点 (r=‐ .35)及 び不安得点 (r=‐ 。44)と 中程度の負の相関関係があ り,抑 うつ得
点 (r=‐ .24)と は弱い負の相関関係があった。 日常生活機能得点 (r=.37)と は中程度の
正の相関が,身体機能得点 (r=。 27)と は弱い正の相関関係があつた。つま り,退院後の







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































身体活動量が回復 した患者ほど,退院後 2回 日外来 (退院後約 6週後)での抑 うつ・不安
得点が低 く,身体機能 0日 常生活機能状態がよい と報告することが示 された。
(f)退院後の 日常身体活動量 と患者背景及 び身体症状 との関連  退院後の 日常身
体活動量に関連す る要因を明 らかにす るため,年齢や診断名 な どの患者背景及び痛み得
点・虐、苦 しさ得点 との関連の検討 を行つた。その結果 ,“ 1回 日外来以降"の 1日 の平均歩
行数 (歩/日 )は,年齢 (r=‐。17)と は弱い負の相関関係があつた一方で,性別 (F(1,11)
<1,■ .s。),教育歴 (F(4,8)=1.87,■ .s.),同 居人数 (F(4,7)=1.50,コ es.),診断 (F
(3,9)<1,コ 。s.), 病期 (F(5,7)<1,コ es.), 術式こ(F(2,10)<1,コ .s.)に よる違いは
なかつた。“退院 日 1̈回 日外来"か ら “1回 日外来以降"の歩行数の変化量 (歩/日 )に
ついては,年齢 (r=.27)と は弱い正の相関関係があった一方で,性別 (F(1,11)<1,コ 。s。 ),
教育歴 (F(4,8)=1。 33,コ。s.), 同居人数 (F(4,7)=1.77,コ .sc), 診断 (F(3,9)<1,
コ.s。),病期 (F(5,7)<1,コ 。sθ),術式 (F(2,10)<1,■ 。s.)に よる違いもなかつた。
身体症状に関 しては,“ 1回 日外来以降"の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )は屈、苦 しさ得点
とは相関関係は見 られず (r=¨ .04),痛 み得点については,中程度の負の相関関係があつた
(r=‐。40)。 “退院 日‐1回 日外来"か ら “1回 日外来以降"の歩行数の変化量 (歩/日 )に
ついても,息苦 しさ得点 とは相関関係が見 られず (r=¨ .02),痛み得点については,弱いの
負の相関関係があった (r=‐ 。16)。 つま り,退院後の痛みが強い患者ほど,退院後の 日常身
体活動量及びその回復量が少ない可能性が示 された。
また, “入院前"の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )と の相関分析を行 うと,“ 1回 日外来以
降"の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )と は,強い正の相関関係 (r=.82)が ,“退院 日‐1回 目
外来"か ら “1回 日外来以降"の歩行数の変化量 (歩/日 )と は,中程度の正の相関関係 (r






動量が QOLと 関連があるか,そ して,退院後の日常身体活動量にはどのような要因が関連
しているかの検討を行つた。
その結果,手術を受ける肺がん患者は,手術後に日常身体活動量 (歩行数)は減少 し,
退院 lヶ 月半後の時点では,入院前の約 65%ま で回復することが示された。さらに,QOL
における身体症状,身体機能, 日常生活機能,社会機能に関する自己報告式尺度得点につ
いても,手術後に最も得点が低下し,手術約 lヶ 月半においては入院前の状態まで回復 し
ないことが示された。この結果は,こ れまでの手術後の肺がん患者を対象とした QOLの ア
セスメン ト研究 (e.g.,Balduyck et al。 ,2007;Brunelli et al。 ,2007;Win et al.(2005)の 結
果と一致している。
さらに,身体機能 0日 常生活機能得点が退院後の歩行数と有意な関連があつたことから,
歩行数が低強度の “運動"(eog"ゆ っくりとした散歩)や “生活活動"(e.g"家事や余暇活
動)を通 した日常身体活動量の指標 としての有用であることが示唆された。また,こ の結
果は,がん患者の QOL回復における身体活動の役割について言及 した Courneya(2001)




は少なく,各時点において,4名 (30.77%)な いしは 5名 (38。 46%)が 臨床基準値以上の
得点を報告することが明らかとなった。この結果は,手術 1週間後の肺がん患者に対して ,
ベ ック抑 うつ尺度 (Beck,Steer,&Garbin,1988)の 臨床基準点を用いた検討を行つた
Walker et al.(2006)と 一致する結果であつた。手術 1年以上経過 した肺がん患者を対象
として自己報告式尺度を用いた研究 (Feinstein et ale,2010;Myrdal et al.,2003)と 比較
すると,手術 1年以上経過 した肺がん患者よりも,手術前から,手術 lヶ 月半後において
は,多 くの患者が′い理的苦痛を経験していることを示 している。
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そ して,退院後の 日常身体活動量及びその回復量 と,不安・抑 うつ得点には負の相関関
係があることが示 されたことか ら,抑 うつ・不安を強 く感 じている患者ほど,退院後の 日
常身体活動量の回復が少ないことが明 らかとなつた。 この結果は,退院後の 1日 の平均歩
行数 (歩/日 )と 抑 うつ得点 との関連を示 した Hirai et al。 (2007)と 同様に,抑 うつの行
動理論 (Lewinsohn,1975;Martell et ale,2001)と 一致する結果であつた。つま り,抑 う
つの行動理論に基づ くと,退院後の肺がん患者において,“生活活動"や低強度の “運動 "
を通 した 日常生活の中で身体を動かす こと (日 常身体活動量)が少ない場合,こ れ らの 日
常活動によってもた らされ るポジティブな結果の経験が少なくなつて しま うために,抑 う
つや不安などの不快気分状態を改善する機会が得 られていないと考えられる。 したがつて ,
抑 うつの行動理論に基づ くと,退院後の肺がん患者に対 して,散歩や家事などの具体的な
活動を通して日常身体活動量の回復を支援することは,QOLの 身体面 0日 常生活機能面だ
けでなく,心理面の健康状態の回復にも貢献できると考えられる。
これまでの主に乳がん患者を中心とした研究では,有酸素運動などの “運動"の定期的
な実施だけでなく (e.gり Duttts et al.,2010;Speck et al。 ,2010),継続的な日常活動と気分
のセルフモニタリングを行いながら, 日常生活の中での散歩や家事などの具体的な活動ヘ
の従事を通 して,行動の活性化ができるように指導することにより,抑 うつ症状を報告す
るがん患者の抑 うつや不安が緩和されることが示されている (eog"HopkO et al。 ,2011)。
しかし,実際に,手術後の肺がん患者に対 して,生活活動 (eog"家 事)や強度の低い運動
(e.gり ゆっくりとした散歩)に よる日常身体活動量の回復を支援することが,現在の治療
日程の中で実行可能で,手術後の肺がん患者の QOL回復に有効であるかについては,実証
的な検討を行 う必要がある。よつて,研究 2では,研究 1の結果を基に,生活活動や低強
度の運動を通 した日常身体活動量の回復を支援するプログラムを作成 し,手術後の肺がん
患者の QOLの 回復に対する有効性の検討を行 う。
退院後の日常身体活動量についての詳細な検討から,“退院日‐1回 日外来"の 1日 の平均
歩行数 (歩/日 )は 3166。 93(1%)=1654。 99)で あるが,“ 1回 日外来後 4週 日以降"には,
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4370。 70(S'=2295.59)と 約 38%増 えることが示 された。 この値を参考にすると, 日常
身体活動量の回復プログラムにおいて,“退院 日‐1回 日外来"の約 2週間の 1日 の平均歩行
数 (歩/日 )をベースに,1日 の 目標歩行数の増加量を毎週 10%か ら 20%にすれば,“ 1回
日外来後 4週 日以降"の 1日 の平均歩行数±lSDの範囲に収まるため,こ の 目標値の増加
量であれば,患者にとつて過度な負担にはならないと考えられる。
研究 2では,以上の結果をふまえ,手術後の肺がん患者に対 して, 日常生活の中で実施
可能な低強度の運動や生活活動に着 目した 日常身体活動量の回復プログラムを実施 し,こ
のプログラムが QOLに及ぼす有効性の検討を行 う。日常身体活動量に対する支援プログラ
ムを,肺がん手術の治療 日程の中に,組み込むためには,アセスメン トやプログラムの実
施が,その治療 日程の中で実行できることが必要である。 したがつて,本研究の意義は ,
ある医療機関の肺がん手術の治療 日程に合わせた手続きを作成 し,医師や看護師 と連携 し
なが ら,研究を行 うことができた点にあると考えられる。
さらに,退院後の 日常身体活動量及びその変化量にはどのような要因が関連 しているか
の検討により,退院後の平均歩行数 (歩/日 )及び退院後の歩行数の変化量 (歩/日 )と
退院後の痛み及び入院前の平均歩行数 (歩/日 )力 関`連 していることが明らかとなった。
つま り,入院前の 日常身体活動量が多い患者,退院後の痛みが弱い患者ほど,退院後の 日
常身体活動量が多 く,その回復量も多いことが明らかとなった。 したがつて,退院後の 日
常身体活動量の回復プログラムの有効性の検討を行 う研究 2においては,プログラムが 日
常身体活動量に与える有効性の検討の際には,入院前の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )に加
えて,退院後の痛みの程度 も考慮 した分析を行 う。
一方で,患者背景の 1つである年齢について,弱いながらも,退院後の平均歩行数 (歩
/日 )及び退院後の歩行数の変化量 (歩/日 )と の関連が見 られた。 しか し,その関連の
仕方は,退院後の平均歩行数 (歩/日 )と 退院後の歩行数の変化量 (歩/日 )では逆の関
連があった。 これまでのがん患者を対象 とした研究では,年齢が高いほど,身体活動量が
少ないことが一貫 して報告 されてお り (eogり Stevinson et al。 ,2009),近年では,手術 1‐6
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年後の肺がん患者においても同様の知見を示す研究が報告 されている (Coups et ale,
2009a)。 これまでのがん患者を対象 とした研究においては,身体活動量の絶対量に関する




また,本研究 とは異な り,手術後 1年以上経過 した肺がん患者 (Coups et al。 ,2009a;
2009b)や他のがん患者を対象 とした研究 (Lynch et al。 ,2007;Stevinson et al。 ,2009)で
は,性別,学歴などの年齢以外の人 口統計学的な背景や息切れなどの痛み以外の身体症状
が身体活動量に影響することも一貫 して報告 されている。本研究においては,分析対象者
が 13名 と少なかったこと,教育歴や婚姻状態などについて患者による記入がなかった項 目
があったこと,肺機能,合併症の有無,他の治療の有無などの医学的情報が十分でなかつ
たことなどか ら,退院後の 日常身体活動量 と関連する要因の検討が十分ではなかった。 し
たがって,今後はこれ らの課題を改善 した検討を行 う必要がある。 さらに,研究 1の分析
対象者の入院前,退院後の平均歩行数 (歩/日 )は,本研究 と同様に手術を受ける肺がん
患者を対象 とした Novoa et al。 (2009)や Hirai et al.(2007)と 比較 して,手術前,手術
後 ともに 1日 の平均歩行数 (歩/日 )が少なかつた。本研究の分析か らは,他の研究 と比
較 して,なぜ本研究の分析対象者の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )が少なかつたかについて
も十分な検討が行えなかったため,今後はこの点の検討 も必要である。
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2-2研究 2:手術後の肺がん患者 に対す る日常身体活動量の回復 プログラムが
00Lに 及ぼす効果の検討
2-2… 1 背景 と目的
研究 1では,手術を受けた肺がん患者において,退院後の歩行数を指標 とした日常身体
活動量及びその回復量が多い人ほど,不安 0抑 うつ症状が少なく,身体機能 0日 常生活機
能状態がよいと報告することが示された。この結果は,がん患者の QOL回復における身体
活動の役害1に ついて言及 した Courneya(2001)や抑 うつの行動理論 (Lewinsohn,1975;
Martell et al。 ,2003)と 一致する結果であつた。したがつて,手術後の肺がん患者における
日常身体活動量の回復は,手術によつて低下した肺機能の回復にとつて重要なだけでなく







ている (e.g"Ferrier et al。 ,2011)。 様々あるセルフマネイジメン ト法の中でも, 日標設定
とセルフモニタリングは,一般成人や身体・慢性疾患患者の身体活動や食行動などの健康
行動に対するセルフマネイジメン ト法の中でも中核的な要素であることが示されている







(a)研 究デザ イ ン及び参加者 第 1章 5節 2項で述べたように,本博士論文研究では ,
日常身体活動量の回復プログラムの有効性の検討のために,過去の研究データを統制群 と
設定する既存対照試験 (Historical control trial:Friedman et al.,2010)を 用いた。具体的
には,研究 1の アセスメン ト研究への参加者 として 20名 を募集 し,その内の研究 1の分析
対象者 となった 13名 を通常治療群 として設定 した。そ して,研究開始から,21人 日以降
を,退院後の 日常身体活動量の回復プログラムを実施する身体活動支援群の参加者 として ,
研究 1の第 2章 1節 2項で述べた適格基準のもと,募集を行つた。募集期間は X+1年 9月
か らX+2年 4月 までであった。その結果,11名 (男 性 5名・女性 6名 )が身体活動支援群
の参加者 となつた(平均 63。64歳 )。
(b)測定項 目 研究 2において用いた測定項 目である医学的情報・患者背景, 日常身
体活動量,身体症状・身体機能 0日 常生活機能・社会機能,抑 うつ 0不安,の測定につい
ては,研究 1と 同様のものを用いた。
(c)手続 き 通常治療群 (研究 1)と 身体活動支援群における研究手続きを Fig.2‐ 2‐ 1
に示 した。身体活動支援群においても,通常治療群 (研究 1)と 同様に,ま ず,入院説明 日
(Tl)に ,主治医か ら本研究の趣 旨の説明と研究参加への依頼が行われた。その後,心理
学を専門とする研究者 1名 が研究の内容やスケジュール,プライバシーの保護,中 断・拒
否の権利等についての詳細な説明を行い;同意書への記入を依頼 した。文書にて同意が得
られた患者のみが研究に参加 した。同意書への記入の後,各参加者には,質問紙への記入
の依頼,歩数計の装着方法の教示及び装着期間の説明は通常治療群 (研究 1)と 同様であっ
た。ただ し,研究の説明の際には,通常治療群 (研究 1)と は異な り,支援プログラムで用
いるワークシー トを提示 しなが ら,退院後 1回 日外来の際に, 日常身体活動量の支援プロ
グラムを実施することとプログラムの簡単な内容の説明を行った。質問紙の実施 日につい
ても通常治療群 (研究 1)と 同様であった。そ して,退院後 1回 日外来 (T3)及 び退院後 1
























Ｆｉｇ 2-2¨ 1。 通常治療群と身体活動支援群の研究手続き.
を実施 した。特に,退院後 1回外来では,質問紙への記入の後で,心理教育 と目標設定を
行い,退院後 1回 日外来 (T3)か ら退院後 2回 日外来 (T4)の 約 4週間セルフモニタリン
グを実施 した。2回 日外来 (T4)における,質問紙の記入,歩数計の回収,退院後の身体
活動量の回復の程度のフィー ドバ ックに関 しては,通常治療群 (研究 1)と 同様であった (両
群の手続き上の相違点は,Table l‐ 2(p.30)参照 )。
したがつて,日 常身体活動量の回復プログラムの効果の分析を行 う際には,1日 の平均歩
行数 (歩/日 )については,“退院 日から退院後 1回 日外来"ま での約 2週間の 1日 の平均
歩行数 (歩/日 )を “支援前",“退院後 1回 日外来から退院後 2回 日外来"ま での約 4週
間の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )を “支援後"と して比較 した。 自己報告式の質問紙につ
いては,“ 退院後 1回 日外来 (T3)"時 の質問紙の得点を“支援前",“ 退院後 2回 日外来 (T4)"
の得点を “支援後"と して比較 した。
























退院後1回 日外来 ・退院 日から退院後1回 日外来までの1日 の平均歩行数を基
に,1週間ごとの1日 の 目標歩行数の設定を行 う。






・ 1日 の終わ りに,活動 リス トの中で,実施 したものを記録す
るように教示する。
彊腫後:目 :貧棄奮ネセルフモニタリング 目標歩行数の達成の有無 と実施 した活動の記録を行 う。
Note.心 理教育・目標設定・活動リストの作成・セルフモニタリングは専用のワークシー トを用いて実施し
た。
復プ ログラムは,退院後 1回 日外来 (T3)及び退院後 1回 日外来 (T3)か ら退院後 2回 目
外来 (T4)の期間に実施 された。 プ ログラムの内容 は,心理教育,1日 の歩行数 に関す る
目標設定, 日標歩行数 を達成す るための活動 リス トの作成 ,セル フモニタ リングか ら構成
されていた。 プ ログラム全体の手順 と内容 を Table 2‐ 2‐ 1に示 した。 Table 2‐ 2‐ 1に示 した
ように,心理教育 0日 標設定・活動 リス トの産出は退院後 1回 日外来に行い,セルフモニ
タ リングは退院後 1回 日外来か ら退院後 2回 日外来までの期間に行つた。
心理教育 心理教育では,ま ず,退院後 1回 日外来から約 4週間後に退院後するまで
の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )の回復の程度の見通 しをつけるため,各患者の入院前か ら
退院後 1回 日外来までの歩行数の変化をグラフ化 し,プ リン トアウ トしたもの (Fig.2-1‐ 1,
p35参 照)と 研究 1の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )の変化に関する結果をグラフ化 したも



















































































Fig.2‐ 2‐ 2。 心理教育で用いた入院前から退院後にかけての一般的な歩行数の変化のグ
ラフ.縦軸は 1日 の平均歩行数 (歩/口 )を ,横軸は時期を示していたグラフは研究 1
の 1日 の平均歩行数 (歩 /日 )の変化の結果を用いた.
関する情報提供を行つた。各患者の歩行数の変化のグラフ化は,加速度計測装置付歩数計
(Suzuken cO。 ,Ltd。,Nagoya,Japan)で収集されたデータの集計を行 う専用のソフ ト (ラ
イフライザー02,Suzuken Co◆ ,Ltd。,Nagoya,Japan)を インス トールしたパソコンを用い
た。次に,これまでのがん患者に対する身体活動研究及び抑 うつの行動理論 (Lewinsohn,
























































入院するまでの平均歩行数 7699    歩







第 1週目: 月 日 ～ 月 日 3600歩 5 回/遍
第 21■目:  月 日 ～ 月 日 4320歩 5 回/遍
第 3遍目: 月 日 ～ 月 日 5180歩 5 回/遍
第 41■目:  月 日 ～ 月 日 6230歩 4 回/週
Fig。 2‐ 2‐ 4。 目標設定の際に用いたワークシー ト及び記入例.記入例は本研究に参加
した 60代の女性 (主婦)の患者のものを用いた .
目標設定 退院後 1回 日外来以降の 1週間ごとの 1日 の歩行数の目標設定を行 うため
に,ま ず,加速度計測装置付歩数計 (Suzuken cO.,Ltd。 ,Nagoya,Japan)のデータ集計を
行 う専用のソフ ト (ラ イフライザー02,Suzuken Co。 ,Ltd。 ,Nagoya,Japan)を 用い,各患
者の “退院 日から退院後 1回 日外来"ま での 1日 の平均歩行数 (歩/日 )を調べ,専用の
シー トに記入 した (Fig。 2‐ 2‐ 4の Ql参照 )。 そ して,研究 1の結果を基に,“退院 日か ら退
院後 1回 日外来"ま での 1日 の平均歩行数 (歩/日 )をベースにして,“退院後 2回 日外来 "
までの約 4週 間は,1日 の平均歩行数 (歩/日 )が毎週 10%か ら 20%ずつ増加することが
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一般的な回復過程であることを教示 した。その教示のもと,患者 との話 し合いの上で,1週
目,も しくは 1週 目と 2週 目の 1日 の 目標歩行数を決定 し,ワ ークシー トに記入を行つた。
例えば,60代 の女性 (主婦)の患者の場合は,“退院 日…退院後 1回 日外来"ま での 1日 の
平均歩行数 (歩/日 )が ,3388歩 /日 であつたため,患者 との相談の上,1週 目の目標設
定を,“退院 日‐退院後 1回 日外来"の約 10%増の 3600歩 と設定 した。また,1週間の 目標
歩行数の達成度に関する目標についても,7日 間全て達成することを目標 とすると,患者に
とって負担 と感 じると考えられたため,7日 中 5日 間 目標歩行数を達成することを目標 とし
た。そ して,2週 日以降,も しくは 3週 日以降の目標歩行数に関 しては,それまでの目標歩
行数の達成の程度を参考にして,患者 自身が 目標設定 し,ワ ークシー トに記入するように
教示 した (Fig.2‐ 2‐ 4の Q2‐ 1参照 )。 例えば,先の例の患者の場合は,1週 目に関 して 7日
中 5日 間 目標歩行数を達成することができたため,患者 自身が 1週 目の目標歩行数の 20%
増の 4320歩 と設定 した。3週 目,4週 目の 目標歩行数及び達成度については,Fig.2-2‐ 4
に示 した通 りである。
活動 リス トの作成 上述 した 目標歩行数を達成するために,生活活動や低強度の運動
の リス トを作成 した (Fig。 2‐ 2‐ 5の Q3‐ l①参照 )。 リス トを作成する際は,まず,各患者の
入院前か ら退院後 1回 日外来までの歩行数の変化のグラフをプ リン トアウ トしたもの (Fig.
2‐ 1‐ 1,p35参照)を参照 しなが ら,入院前及び退院後において歩行数が多かった 日に行つて
いたことを思い出 してもらい, リス トに加えた。そ して,で きるだけ多 くの活動を産出す
るために,生活活動の例を参照 しなが ら,患者ができそ う,やつてみたい と思 う活動を リ
ス トに加 えた。 この生活活動の例は,人が 日常生活の中で楽 しさや満足感などの快感情を
経験すると考えられる 320個の活動 リス ト (Macphillamy&Lewinsohn,1982)を 大原
(1993)が 日本語訳 したものの中から,筆者が手術後の肺がん患者でも実施可能だと判断
した 30個を用いた。生活活動の例には,“掃除をする",“洗濯をする",“料理をする"な
どの家事に関する活動 ,“散歩をする",“ ス トレッチをする"な どの低強度の運動 ,“図書館





例えば,先ほど “目標設定"の説明で例に挙げた 60代の女性 (主婦)の患者の場合は,“お
弁当を作る",“洗濯をする",“洗い物をする",“家事をする",“掃除をする",“花の手入
れ",“洗濯物をたたむ"と いう生活活動の中でも家事に関する活動が最も多かった。その
他には, 目的のある外出では,“ スーパーに買い物に行く",“食事に出かける",人 と関わ
りのある活動では,“孫と遊ぶ",低強度の運動では,“散歩をする"が活動 リス トとして挙
げられた。また,男性 (60代 )の患者の活動 リス トの例としては,“ 買い物へ行く (実施回
数:5回 )",“ DVDを借 りに行く (実施回数:0回 )",“ コーヒーを飲みにいく (実施回数:0
回)",“病院へ行く (実施回数:3回 )"と いう目的のある外出に関する活動と “少 しずつ散
歩をする (実施回数:10回 )",“ス トレッチをする (実施回数:28回 )",“階段を上り下りす
る (実施回数:28回)"と いう低強度の運動が活動 リス トに挙げられた。
セルフモニタ リング 1日 の終わり (就寝前)に 目標歩行数の達成の有無と活動 リス ト
の内,1日 の中で実施 した活動の記録をするように教示した。具体的には,日 標歩行数を達
成 していた場合には,ワークシー トの目標歩行数の達成度を記入する欄の隣にある空欄に,
正の字で記録をするように教示 した (Fig。 2‐ 2¨ 4の Q2‐2参照)。 また,活動 リス トについて
も,1日 の中で実施 した活動について,ワ ークシー トの “実際に行つた回数"の欄に正の字
で記録をするように教示 した (Fig。 2‐ 2‐5の Q3‐2参照)。
(e)分析対象者 通常治療群は研究 1の分析対象者 13名 とした。身体活動支援群の
参加者 11名 の内,2名 が日常身体活動量の回復プログラムの実施前の入院前から入院期間
中に研究参加への中止を申し出たため,最終的に 9名 を分析対象者 とした。研究参加への
中止の理由は,2名 ともに歩数計を毎日つけることに対する負担感のためであつた。身体活
動支援群において,分析から除いた患者と分析対象者の患者背景の比較を行 うと,年齢 (ι (9)







































Fig。 2‐ 2‐5.活動 リス トの作成の際に用いたワークシー ト及び記入例.記入例は
本研究に参加 した 60代前半の女性 (主婦)の ものを用いた.本研究では “どの





群 と身体活動支援群において,分析から除いた対象者 と分析対象者の人数に有意な偏 りは
なかつた (χ 2(1)=1。 55,コ .s.)
2… 2…3 結果
(a)支援前の群間比較 通常治療群 と身体活動支援群の分析対象者における人 口統計
学的背景及び医学的背景を Table 2‐ 2‐ 2に示 した。通常治療群 と身体活動支援群の分析対象
者における人 口統計学的背景及び医学的背景について,年齢 (ι (20)<1,■ .s.),性別 (χ 2
(1)<1,m.s.),教育歴 (χ 2(4)=6.45,コ es.),同 居人数 (χ 2(5)=3。 88,n.s.),診断 (χ
2(4)=2。 28,■ .s.), 病期  (χ 2(6)=6。 07,コ。s.), 術式i(χ 2(2)=2。 41,コ .s.)に ついて群
間に偏 りはなかった。
Table 2‐ 2‐ 3には,通常治療群 と身体活動支援群における支援前後の 1日 の平均歩行数 (歩
/日 ),HADS得点 (合計得点・不安得点 0抑 うつ得点),EROTC‐ QLQ‐ C30の 下位尺度 (身
体機能 0日 常生活機能・社会機能・屈、苦 しさ・痛み)の得点 とその変化量を示 した。支援
前における 1日 の平均歩行数 (歩/日 ),HADS得 点,QOL得 点について,群間に違いが
あるかの検討を行 うために,ι 検定を行つたところ,日 常生活機能得点のみ有意傾向の水準
で身体活動支援群の方が通常治療群よりも得点が低かった (ι (20)=1。 85,ρ =.08)。 つま
り,支援前の時点において,身体活動支援群は通常治療群よりも家事や余暇などの 日常生
活機能状態が阻害 されていたことが示唆 された。 しか し,息苦 しさ得点 と痛み得点には差
がなく,患者の人 口統計学的背景や医学的背景にも群間に偏 りがなかったことため,本研
究のデータか らは,なぜ 日常生活機能状態において群間差が生 じたのかは明 らか とならな
かった。
(b)身体活動支援群 におけるプログラムの実施状況 身体活動支援群において,日
常身体活動の回復プログラムを実施 した“退院後 1回 日外来"か ら“退院後 2回 日外来" の期
間において,研究参加への中止を申し出た患者はいなかつた。ただ し,プログラムの実施
の 1週 目に痛み止めの薬が終了 した患者 1名 については,活動 リス トのモニタリングにつ
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Table 2‐ 2‐ 2
通常治療群及び身体活動支援群の分析対象者における人 口統計学的背景及び医学的背景
通常治療群   身体活動支援群
(ョ =13) (コ =9)
通常治療群   身体活動支援群





































































































Noteo M唯 平均,"=標 準偏差 .
いては実施 していたが,1日 の歩行数の 目標設定 とセルフモニタリングを実施するのができ
なかったと報告 した。また,患者が 目標設定 とセルフモニタリングを行ったワークシー
の分析を行 うと,1名 の患者が 目標設定は 4週 目まで行つていたが,歩行数のセルフモニタ
リングについては 3週 目までであった。一方で,プログラムの開始 4週 目か ら職場復帰を
した患者 1名 とプログラムの開始 4週 目に再入院をすることとなった患者 1名 については ,
プログラムの実施期間が 3週間 (21日 間)であつた。
(c)日 常身体活動支援の回復プログラムの有効性の検討 日常身体活動量の回復プロ
グラムの有効性の検討を行うために,1日 の平均歩行数 (歩/日 ),HADS得点 (合計得点,
不安得点,抑 うつ得点),身体機能得点, 日常生活機得点,社会機能得点について,支援前
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と支援後の変化量を“支援後―支援前"と い う式で算出 したものを目的変数 とする回帰分析及
び階層的重回帰分析を行った。また,回帰分析の効果量を,μ =R2/(l― R2)と ぃ ぅ式によ
つて算出 した (Cohen,1992)。
日常身体活動量 (歩行数 )に 対す る効果 Fig。 2‐ 2‐ 6には,入院前,支援前,支援
後における通常治療群及び身体活動支援群における各分析対象者の平均歩行数 (歩/日 )
を示 した。Fig.2‐ 2… 6に示 されているように,支援前 と支援後を比較すると,通常治療群で
は,平均歩行数 (歩/日 )が増加量に関 して,個人差が大きいことが見てとれる。一方で ,
身体活動支援群では,1名 を除き,支援前か ら支援後にかけて,一貫 して平均歩行数 (歩/
日)が増加 している。通常治療群 と身体活動支援群における支援前か ら支援後にかけての
平均歩行数 (歩/日 )の変化量の平均値を Table 2‐ 2¨ 3に示 した。Table 2‐ 2‐ 3に示 されて
いるように,身体活動支援群の方が通常治療群 よりも支援前か ら支援後にかけて平均歩行
数 (歩/日 )力 よ` り増加量が多かった。
研究 1の結果か ら,退院後の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )に は,入院前の 1日 の平均歩
行数 (歩 /日 )と 退院後の痛みの程度が関連 していることが示唆 された。 したがつて,支
援前後の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )の変化量について,入院前の 1日 の平均歩行数 (歩
/日 )と 退院後の痛み得点 (T4)を統制 した上で,群の影響力の検討を行 うために,支援
前後の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )の変化量を目的変数 とし,Step lで入院前の平均歩行
数 (歩/日 )と 退院後の痛み得点 (T4)を投入 し,Step 2で 群を投入 した階層的重回帰分
析を行つた。群に関 しては,身体活動支援群を 1,通 常治療群を 0と するダミー変数 とした。
分析の結果を Table 2‐ 2‐4に示 した。その結果,ス テ ップ 2に群を投入 した場合の Pの 変
化量が有意であった (∠ ″ =.21,p<.05)。 そ して,入院前の平均歩行数 (β =.50,p<.05),
退院後の痛み得点 (T4:β =¨.35,p<.10),群 (β =。 47,ρ <.05)は ,それぞれ平均歩行
数 (歩/日 )の変化量を説明することが示唆 された。この結果は,入院前の平均歩行数 (歩
/日 )と 退院後の痛みの状態を考慮 した上でも, 日常身体活動量の支援プログラムを実施
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Table 2‐ 2‐ 3





































































































































Hospital Anxiety and Depression Scale,EORTC QLQ‐ C30=European Organization for





目的変数 :1日 の平均歩行数の変化量 (歩/口 )

















.47' 。47 。38 。21 5。 24・ ' .27
Note。 1日 の平均歩行数の変化量 =支援後の1日 の平均歩行数 ―支援前の1日 の平均歩行数,群 は身体活動支援群 (ョ =9)を
1,通常治療群 (n=13)を 0と するダミー変数 とした,3=偏回帰係数,θ =標準偏回帰係数,R2=決 定係数,F2=R2/
(1_R2),'十 p<.01,'p<.05,十 p<。 10
ことを示 していると考えられる。
身体機能 口日常生活機能 口社会機能 に対す る効果 支援前後の身体機能得点・ 日常
生活機能得点 0社会機能得点の変化量について,群の影響の有無の検討を行 うために,支
援前後の各尺度の得点の変化量を目的変数 とし,群を説明変数 とす る単回帰分析を行つた。
群に関 しては,身体活動支援群を 1,通常治療群を 0と するダ ミー変数 とした。分析の結
果を Table 2‐ 2‐5に示 した。その結果,有意傾向の水準ではあるが,群が身体機能得点の
変化量を説明することが示唆 された (β =.37,p<。 10)。 また, 日常生活機能得点の変化
量に関 しては,群が有意に説明す ることが示 された (β =。 45,p<。 05)。 一方で,社会機
能得点の変化量に関 しては,群は説明 しないことが示 された (β =.28,コ .s。 )。 この結果
は,日 常身体活動量の支援プログラムを実施 した場合の方が,実施 しなかった場合 よりも,
身体機能や 日常生活機能がより回復す ることを示 している。
不安・ 抑 うつに対す る効果 支援前後の HADS得 点 (合計得点・不安得点・抑 う
つ得点)の変化量について,群の影響の有無の検討 を行 うために,支援前後の各尺度の得
点の変化量を目的変数 とし,群 を説明変数 とする単回帰分析を行った。群に関 しては,こ
れまで と同様に,身体活動支援群を 1,通常治療群 を 0と す るダ ミー変数 とした。分析の
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群 7.83 。37+ .14 .10 3.23† 0。 16
目的変数 :日 常生活機能得点の変化量
群 17.66 .45 。20 。16 5。 13 0.25
目的変数 :社会機能得フ点の変化量
群 9.69 .28 .08 .03 1.66 0。09
目的変数 :HADS合 計得点の変化量
群 ‐2.69 ‐.37† .10 3.20† 0.16。14
目的変数 :不安得点の変化量
群 1̈.70 ‐.39† 。15 3.64+ 0。 18
目的変数 :抑 うつ得点の変化量
‐
0。99 ‐。19 .04 ‐。01 <1 0。04
Note.B=回帰係数,θ =標準回帰係数,R2=決 定係数,各尺度得点の変化量 =支援後の尺度得点 一支援前の
尺度得点,群は身体活動支援群 (n=9)を 1,通常治療群 (η =13)を 0と するダミー変数 とした,F2=R2/(1
-J′ ),・
★
p<.01,★ p<.05,十 p<。 10
結果を Table 2‐ 2‐5に示 した。その結果,有意傾向の水準ではあるが,群が HADS合 計得
点 (β =‐。37,p<.10)及び不安得点 (β =‐ .39,p<.10)の 変化量を説明す ることが示
唆 された。一方で,抑 うつ得点の変化量に関 しては,群は説明 しないことが示 された (β
=…。19,コ esa)。 この結果は,日 常身体活動量の支援プログラムを実施 した場合の方が,実施
しなかつた場合 よりも,患者の不安が軽減す ることを示唆 している。
2-2-4  考察
本研究では,手術後の肺がん患者に対 して,日 標設定 とセルフモニタリングを主な技法
とす る日常身体活動量の回復プログラムを実施,そ の効果の検証を行つた。効果の検証に
は,プ ログラムを実施 した場合の方が,実施 しなかった場合 よりも (1)歩行数を指標 と
群
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す る日常身体活動量が回復 したか,(2)自 己報告式尺度によつて測定 された身体機能 0日
常生活機能 0社会機能が回復 したか,不安・抑 うつの緩和があつたか とい う2点 について
検討 を行った。
(a)日 常身体活動量 (歩行数 )に 対す る効果  日常身体活動量の回復プログラムを
実施 した身体活動支援群の患者は,実施 しなかつた通常治療群の患者 より,退院後の 1日
の平均歩行数 (歩 /日 )の 回復量が多いことが示 された。 この結果により,一般成人や身
体疾患患者 (e.g"冠動脈性心疾患患者,糖尿病患者)の健康行動 (eogり 食行動,身体活
動)を対象 としたメタ分析や レビュー論文 (Ferrier et ale,2011;Michie et al.,2009)と
同様に,様々なセルフマネイジメン ト法の中でも, 日標設定 とセル フモニタ リングが中核
的な要素であることが支持 された。つま り,セ ルフマネイジメン ト0モ デル (Kanfer,1970)
に基づ くと,歩数計による一 日の歩行数のセルフモニタ リングが客観的な一 日の 日常身体
活動量の把握 を促 した (Step l:自 己観察 )。 そ して,各患者の退院後の状態に合わせた ,
歩行数の無理のない範囲での緩やかな 目標設定を “基準"と し,セ ルフモニタ リングした
歩行数 と比較することで (目 標歩行数の達成の有無を確認す ることで), 日常身体活動量
の回復が具体的な数値でフィー ドバ ックされた (Step 2:自 己評価 )。 このフィー ドバ ック
により, 自動的に 「頑張つた」「退院直後にはできなかつたことができるようになった」
など,自 己賞賛や 自分 自身に対 してポジティブに語 りかける機会の増加が促 され (Step 3:
自己強化), 日々の生活の中で,歩行数の増加に結びつ く, 日常活動への従事が維持・促
進 された と考えられる。
実際に,身体活動支援群への参加者に対す る内省報告においても, “歩数計をつけてい
たか ら歩けた。 もしつけていなければ家にいた と思 う", “毎晩,歩数計をあけることで
動 く目安になつた", “歩行数を見ることで回復が実感できた。 これ くらいの距離な らい
けるとい う自信や見通 しがつ くようになった", “目標を立てなかつた らダラダラしてい
た と思 う"な ど歩行数に関す る目標設定やセルフモニタ リングが 日常身体活動量の回復に
役立った とい う感想が複数あった。
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ただ し,日 標設定に関 しては, “目標歩行数を自分で決めるのが難 しかった。できない
かもと思い,少 し低めに 目標 を設定 した"と い う参加者や痛み止めの薬が終了 したことに
より,上手 く目標設定を行 うことができなかった患者 もお り,患者 自身によつて,2週 目,
もしくは 3週 日以降の 目標設定を行わせ ることに関す る課題 もあつた。この課題の改善策
として,例 えば,2週 目の終わ りに電話セ ッションなどにより,それまでの 目標歩行数の
達成度を振 り返 り,3週 日以降の 目標設定を行 うのを支援す るな どが考えられ る。また ,
階層的重回帰分析の結果か ら,退院後の痛みが退院後の 日常身体活動量の回復を抑制する
ことも示 された。 したがって,退院後の 日常身体活動量の回復への支援には,医師や薬剤
師などの他の医療チームスタッフによる痛みに関す るコン トロール も行 うことで,よ り効
果的に回復をサポー トできると考えられる。
また,群を投入 した場合の Pの 変化量を基に効果量を算出す ると,F2=.27で あつた。
Cohen(1992)に よると,回帰分析における効果量 (ρ)は ,.35が “大きい (Large)",。 15
が “中程度 (Medium)",.02が “小 さい (Sma11)"と されている。 したがつて,本研究
で用いた 日常身体活動量の回復プログラムの効果量は “中程度 (Medium)"で あると考え
られ る。この結果は,運動療法のがん患者の身体活動量に対す る効果量 (の の平均が ∂=。 38
と/Jヽ さい (Small)こ とが示 されている近年のメタ分析研究 (Speck et al.,2010)と 比較
す ると,本研究のプログラムはこれまでの運動療法のプログラムよりも効果的に 日常身体
活動量の回復を促 した と考えられる。以上のことか ら,こ れまでの運動療法研究のように ,
定期的な運動療法のセ ッシ ョンの参加 を求めなくても,日 標設定 とセルフモニタ リングと
い う患者 自身が 日々の生活の中に導入可能で具体的な支援方法を用いて,手術後の肺がん
患者の 日常生活への復帰に貢献できた点が本研究の意義であると考えられ る。
(b)身体機能・ 日常生活機能 口社会機能及 び不安 口抑 うつに対す る効果  日常身
体活動量の回復プログラムを実施 した身体活動支援群の患者は,実施 しなかつた通常治療
群の患者 より,QOL尺 度によつて測定 された身体機能及び 日常生活機能状態の回復が大
きい,不安がより減少す るとい う効果が示唆 された。
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身体機能に対す る群の影響力はサンプルサイズが小 さかつたこともあ り,有意傾向の水
準であつたが,効果量 (F2)の値に基づ くと,中程度 (Medium)の 効果があることが示
された。運動療法は QOL尺度の身体機能得点には小 さい (Sma11)効 果があることを示 し
たメタ分析研究 (Speck et al。 ,2010)の結果 と比較す ると,本研究のプログラムはこれま
での運動療法のプログラムよりも効果的に身体機能の回復を促 した と考えられ る。身体機
能の回復に一定の有効性が示唆 された理由として,以下のことが考えられ る。本研究にお
いては, 日常身体活動量の支援プログラムによつて, 日常生活の中で,家事やゆっくりと
した散歩などを意識的に実施す ることにより,歩行数 を指標 とする日常身体活動量の回復
が促 された。 この歩行数を指標 とした 日常身体活動量は,肺がん患者や他の肺疾患 (慢性
閉塞性肺疾患)の患者を対象 とした研究により,肺機能状態 (eog,FEVl%)と 有意な関連
があることが示 されている (Novoa et al。 ,2011;Schonhofer et al。 ,1997)。 したがって ,
生活活動 (eogり 家事や余暇)や強度の低い運動 (e.gり 散歩)を通 した 日常身体活動量の
回復により,手術によつて低下 した肺機能の回復 も促 され,そ の結果 として,患者は主観





味などに関す る生活活動にも着 目して 日常身体活動量の回復を試みた。具体的には,“料
理をす る",“洗濯 をする",“ 図書館に行 く",“DVDを借 りに行 く"な どの活動 リス トを
作 り,1日 の終わ りに行つた活動のセル フモニタ リングをす るように教示 した。身体活動
支援群の方が通常治療群 よりも,QOL尺 度によつて測定 された家事・仕事・余暇などの
日常生活機能得点の増加が多い とい う結果は,生活活動にも着 目した本プログラムによつ
て,実際に家事や余暇 0趣味などの生活活動の回復 も促 されたことを示 している。 したが
って,こ の結果は,本プログラムの手続 きが妥当なものであつたことを示 している。 しか
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し,実際に 日常身体活動量の回復が 日常生活機能の変化 と関連 しているかについては明 ら
かでないため,研究 3ではこの点の検討 を行った。
一方で,社会機能の回復に対す る群の効果は示 されなかつた。これは,上述 したように ,
本プログラムは,退院約 2週間後か ら 6週 間後 とい う期間に実施 したため,社会機能の改
善をもた らす 日常活動の リス ト化は控え,散歩,家事や余暇活動の中でも,“ 図書館に行
く"な どの対人的相互作用が主 目的でない活動を中心に リス ト化 したことが影響 していた
と考えられる。患者が活動 リス トを作成する際に参照 した生活活動の例には,“友人 と会
いに行 く"な どの対人的活動 も含まれていたが,実際に,対人的な活動を リス トに加 えた
患者は少なかつた。また,がん患者に対す る運動療法のメタ分析研究においても,社会機
能に対 しては効果が認められないことが示 されている (Speck et al.,2010)。 したがって ,
手術後の肺がん患者の社会機能の側面に対 しては,身体活動 とは別の支援方法が必要であ
ると考えられ る。
さらに,QOLの 心理面の領域の健康状態の指標の 1つ である不安の緩和に対 して,有
意傾 向の水準であったが,プログラムの有効性が示唆 され,効果量 (F2)の 値でも,中程
度 (Medium)の 効果があることが示 された。Courneya(2001)に よると,がん患者が
定期的な身体活動を実施す ることによる心肺機能の改善が,仕事・家事・余暇などの 日常
生活機能や他者 との関わ りなどの社会機能の向上をもた らし,そ の結果 として,心理的健
康状態 (well‐being)が 向上すると説明されている。本研究で用いたプログラムは,上述
したように,散歩などの低強度の “運動"に加 えて,家事や余暇活動などの “生活活動 "
を通 した 日常身体活動量に焦点を当て,実際に 日常身体活動量の回復に対す る有効性が示
された。また,身体活動支援群への参加者か らは,“活動内容をモニターすることが励み
になつた",“ 日頃の行動をモニタリングす ることで,身近なこと,小 さなことでもできた
ことが確認できた。具体的なことが良かった"と い う感想が複数あったことか ら,生活活
動のセルフモニタ リングにより,回復の実感が促 されたことが示唆 された。 したがつて ,
本研究で不安の緩和に対 して,一定の有効性が示 されたのは,家事や余暇活動などの 日常
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生活機能状態の回復 とその回復を客観的にモニターできたことも影響 していた と考えら
れる。 しか し,実際に,散歩などの低強度の “運動"や家事や余暇活動などの “生活活動 "
を通 した 日常身体活動量の回復 と不安の緩和に関連があるかについては明 らか となって
いたいため,研究 3では,こ の関連の検討 を行つた。
一方で,抑 うつに関 しては,群が得点の変化量を有意に説明 しなかつた。 しか し,効果
量 (μ)の値に基づ くと,小 さい (sma11)効果があることが示 された。この結果は,乳が
ん患者に対す る運動療法研究のメタ分析 (Speck et al.,2010)と 同等の値であることか ら,
本研究で用いたプログラムは抑 うつに対 しても一定の改善をもた らす可能性がある。
本研究の課題は以下の点である。まず,本研究の課題はランダム化比較試験でないこと
が挙げられる。支援前の群間比較において,年齢や診断などの患者背景やほとん どの 自己
報告式尺度の得点には群間に偏 りがなかった。 しか し, 日常生活機能得点に有意傾向の水
準ではあるが,群間に差があることが示唆 された。 したがつて,本研究で用いた測定項 目
以外の患者背景・医学的要因・心理社会的要因が群間で統制できていなかつた可能性があ
る。 よつて,今後はランダム化比較試験を行い, 日常身体活動量の回復プログラムの有効
性の検討 を行 う必要がある。また,本研究のサンプルサイズが小 さかつたことも課題 とし
て挙げられる。そのため,プログラムの有効性に影響を与える患者背景 0医学的要因 0心
理社会的要因に関す る検討が十分に行 うことができなかつた。今後は,サ ンプルサイズを
大きくした検討が必要であると考えられる。
以上のように,様々な課題はあるが,本研究の意義は,有酸素運動 (e.gり 自転車 ドレッ
ドミル)な どの中強度以上の運動でなくても,低強度の “運動"(eog"ゆ っくりとした散
歩)や “生活活動"(e.g"家事や 目的のある外出)を通 した 日常身体活動量の回復を,日
標設定 とセルフモニタリングとい う患者の 日常生活の中に導入可能な方法を用いて支援
す ることで, 日常生活に復帰す る期間における手術後の肺がん患者の 日常身体活動量 と
QOLの回復に一定の有効性があることを実証 した点にある。 さらに,本研究は,肺がん
手術の 日程に合わせて, 日常身体活動量の回復プログラムを実施 し,そ の有効性の検討を
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行 うことができた。 したがつて, 日常身体活動量の回復プログラムは,生物‐心理 社̈会モ




2-3研究 3:日 常身体活動量の回復 プログラム による手術後の肺がん患者の 日
常身体活動量の変化 と 00Lの 変化 との関連
2… 3… 1 背電モと目的
研究 2では,日 常身体活動量の回復プログラムが,(1)退 院後の歩行数を指標 とした日
常身体活動量の回復,(2)QOL尺度によつて測定された身体機能及び 日常生活機能状態
の回復,(3)不安の緩和に対 して,一定の有効性があることが示された。 しかし, 日常身
体活動量の回復プログラムが意図していたように,退院後の日常身体活動量の回復に伴っ
て,身体機能, 日常生活機能状態が回復 し,さ らには不安の緩和がもたらされたのかにつ
いては明らかとなつていない。 したがって,研究 3では,日 常身体活動量の回復プログラ
ムの手続きによる日常身体活動量の変化が QOLの変化 と関連 しているかの検討を行 うこ
とを目的とした。
2… 3-2  方法
(a)分 析対象者 研究 2において日常身体活動量の回復プログラムに参加 した 9名 (身
体活動支援群)を分析対象者 とした (患者背景等については研究 2を参照)。
(b)測定項 目 研究 2のデータの再分析を行つたため,測定項 目である医学的情報・
患者背景, 日常身体活動量,身体症状 0身体機能 0日 常生活機能・社会機能,抑 うつ・不
安の測定については,研究 10研究 2と 同様であつた。
(c)分析方法  日常身体活動量の回復プログラムの手続きによる日常身体活動量の変
化が QOLの変化 と関連 しているかの検討を行 うために,研究 2の身体活動支援群に参加
した肺がん患者を対象に,研究 2で算出したプログラムの実施前後 (研究 2における支援
前と支援後)における 1日 の平均歩行数 (歩 /日 )の変化量とEORTC QLQ‐ C30に おけ
る機能尺度得点及び HADS得点 (合計得点・不安得点 0抑 うつ得点)の変化量との相関
係数 (Pearson)を算出した。研究 2で述べたように,プログラムは退院 1回 日外来から
退院 2回 日外来の期間に実施 したため,1日 の平均歩行数 (歩 /日 )については,“ 退院 日
から退院後 1回 日外来"ま での約 2週間の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )を “支援前",“退
79
院後 1回 日外来か ら退院後 2回 日外来"ま での約 4週 間の 1日 の平均歩行数 (歩/日 )を
“支援後"と した。自己報告式の質問紙については,“退院後 1回 日外来 (T3)"時 の質問
紙の得点を “支援前",“ 退院後 2回 日外来 (T4)"の 得点を “支援後"と した。そ して,1
日の平均歩行数 (歩 /日 )及び各尺度得点における支援前 と支援後の変化量を“支援後―支
援前"と い う式で算出 した。
2…3-3 結果及 び考察
Table 2… 3‐ 1に 1日 の平均歩行数 (歩 /日 )の変化量 と各尺度得点の変化量の相関係数
を示 した。Table 2‐ 3‐ 1に示 したように, 日常身体活動量の変化量 と日常生活機能得点に
は強い正の相関関係 (r=.83,ρ <。 01)があつた。 よって,低強度の “運動"に加 えて ,
“生活活動"を通 した 日常身体活動量の回復 と,主観的な家事や余暇などの生活機能状態
の回復は強 く対応 していることが確認 された。この結果 も研究 2の結果 と同様に,本プロ
グラムの手続 きの妥当性 を支持 している。一方,社会機能得点の変化量 とは有意な関連は
なかつた。この結果 も,研究 2で考察 したように,本プログラムが対人的活動 よりも家事
や余暇活動な どの生活活動や低強度の運動に焦点を当てていたためであると考えられ る。




活動量の変化量 と関連があるかの検討 を行 う必要がある。
また,1日 の平均歩行数 (歩 /日 )の変化量 とHADS得 点 (合計得点,不安得点,抑 う
つ得点)と の間にも有意な関連は示 されなかつた。 日常身体活動量の回復プログラムは ,
手術後の肺がん患者全般 を対象 としているため,1日 の平均歩行数 (歩/日 )と HADS得
点の変化量同士に関連が示 されなかつたのは,元々HADS得 点が低い患者における得点の
変化の少なさが影響 している可能性がある。つま り,研究 2において, 日常身体活動量の
回復プログラムによつて,HADS合 計得点 と不安得点の減少に一定の有効性が示 されたの
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Table 2‐ 3… 1
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p<。 01,★ p<.05,十 ρ<。 10,HADS=the Hospital Anxiety and Depression Scale,
EORTC QLQ‐ C30=European Organization for Research and■ reatHlent of Cancer 30‐ item Core
Quality Of Life QueStiOnnaire,1日 の平均歩行数 (歩/日 )及び各尺度得点における変化量は “支援
後―支援前"と いう式で算出した.
は,プ ログラムの実施前の時点で HADS得 点及び不安得点が高い患者において,得点の
減少が生 じた可能性がある。
そこで,事後的ではあるが,支援前の HADS合 計得点が臨床基準点 (11点)以上の患
者 を抽出 し,1日 の平均歩行数 (歩/日 )の変化量 と HADS得 点 (合計得点・不安得点・
抑 うつ得点)の変化量 との関連の検討 を行つた。まず,支援前の HADS合 計得点が臨床
基準点以上の患者 (HADS高 群 :コ =5)と 基準点未満の患者 (HADS低群 :コ =4)におけ
る HADS得 点 (合計得点 0不安得点 0抑 うつ得点)の支援前後の変化量の比較を行つた。
Table 2‐ 3‐ 2に は,HADS高 群 とHADS低群の支援前の得点及び支援前後の変化量の平均
値及び標準偏差を示 した。支援前後における得点の変化量について群間に差がある
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Noteo M唯 平均,SD=力票準偏差,HADS=the Hospital Anxiety and Depression Scale,HADS得 ′点におけ
る変化量は“支援後一支援前"と いう式で算出した
かの検討 を行 うために,ι 検定を行った ところ,不安得点の変化量において有意差がある
ことが明 らか となつた (ι (7)=2。 72,p<。 05)。 つま り,HADS高 群の方が不安得点の
減少量が多いことが示 された。 この結果は, 日常身体活動量の回復プログラムによつて不
安得点の減少に一定の有効性が示 されたのは,プログラムの実施前の時点で HADS得 点
及び不安得点が高い患者において,得点の減少が生 じたためであることが示唆 された。
以上のことか ら,HADS高 群 と低群に分けて支援前後の 日常身体活動量不安得点の変化
量 との関連の検討を行った。Fige 2‐ 3‐ 1。 には,Fig.2‐ 3¨ 1。 HADS高群 とHADS低群におけ
る支援前後の 1日 の平均歩行数の変化量 と不安得点の変化量の散布図を示 した。Fig。 2‐ 3‐ 1
に示 されているように,HADS低 群では,1日 の平均歩行数の変化量 (歩 /日 )と 不安得
点の変化量には明確な関連は見 られないが,HADS高 群においては,支援前後で 1日 の平
均歩行数 (歩/日 )が より増えている患者ほど,不安得点がより減少していることが見て
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Fig.2‐ 3‐ 1。 HADS高群とHADS低群における支援前後の1日 の平均歩行数の
変化量と不安得点の変化量の散布図.HADS得点及び1日 の平均歩行数の変化
量は, “支援後―支援前"と いう式で算出した .
化量 と不安得点の変化量の相関係数 (Pearson)を 算出すると,HADS低 群では,有意な
関連は示 されなかつた一方で (r=。 399■ .s.),HADS高群においては,強い負の相関関係
があることが示 された (r=‐。96,p<.05)。 以上の結果か ら,支援前に抑 うつ・不安が強
い患者において, 日常身体活動量の回復プログラムによつて,低強度の “運動"や “生活
活動"を通 した 日常身体活動量が回復 した人ほど,不安が減少 していることが示 された。
しか し,身体活動支援群の分析対象者が 9名 とサンプルサイズが小 さかつたため,本研
究の結果を一般化す るには限界がある。 したがつて,今後はサンプルサイズを大きくした









2-4研究 4:本 研 究 に参 加 した手 術 後 の肺 が ん 患 者 の 00Lに 関す る フォ ロー ア
ッ プ研 究
2-4-1 背景 と目的
研究 2では,日 常身体活動量の回復プログラムの有効性の検討 を行つた。その結果 ,(1)
退院後の歩行数を指標 とした 日常身体活動量の回復,(2)QOL尺 度によつて測定された
身体機能及び 日常生活機能状態の回復,(3)不 安の緩和に対 して,一定の有効性があるこ
とが示 された。 しか し,手術後の肺がん患者を対象に運動療法を初めとした身体活動に着
日した支援の研究はまだ始まつたばか りであるだけでなく (Andersen,Vinther,Poulsen,
&Mellemgaard,2011),その支援方法の有効性が どれ くらい維持 されるかについて検証
を行ったフォローア ップ研究はまだ行われていない (Nazarian,2004)。 肺がん以外のが
ん患者を対象 とした研究においても,フ ォローア ップ研究を行つている研究は限 られてお
り (Backer et al.,2008),効果が維持 している研究もあれば (e.g。 ,Mutrie et al。 ,2007),
維持 されていない研究もあるなど (eog。 ,Vallance,Courneya,Plotniko地 Dinu,&Mackey,
2008),結果は一貫 していない。 したがって,研究 4では,手術後の肺がん患者に対する
日常身体活動量の回復プログラムが QOLに及ぼす有効性が支援終了 6ヶ 月後まで維持 し
ているかの検討 を行 うことを目的 とした。
2-4-2  方法
(a)参 加者及 び分析対象者  本研究の参加者は,研究 2に おける分析対象者の内,プ
ログラムの終了 6ヶ 月後に行ったフォローア ップまでの期間でがんの再発がなく,郵送に
て行つた質問紙への返信があつた患者 を参加者及び分析対象者 とした (通常治療群:n=9,
身体活動支援群 :コ =8)。 分析か ら除かれた対象者 と分析対象者の患者背景の比較を行 うと,
年齢  (ι (28)=1。06,コ .se), `性 別 (χ 2(1)<1,コ .s.), i診)断 (χ 2(4)=4。 28,コ es.), 病
期 (χ 2(7)=8。 12,nes.),術式 (χ 2(4)=6.77,■ 。s。 ),について偏 りはなかつた。また ,
通常治療群 と身体活動支援群において,分析か ら除いた対象者 と分析対象者の人数に有意
























(b)測定項 目 医学的情報・患者背景, 日常身体活動量,身体症状・身体機能 0日 常生
活機能・社会機能,抑 うつ・不安,の測定については,研究 10研究 2と 同様であつた。
(c)研 究デザ イ ン及 び手続 き 研究 2と 同様に,既存対照試験 (Historical control trial:
Friedman et al.,2010)を 用いた。研究手続 きは,Fig.2‐ 4-1に 示 した通 りである。入院
説明 日 (Tl)か ら退院後 2回 日外来 (T4)ま での手続 きは,研究 2で述べた通 りである。
退院後 2回 日外来 (T4)か ら 6ヶ 月後に返信用封筒を同封の上,質問紙を郵送 し,文面で
記入 と返信の依頼を した。
2… 4-3  結 果
(a)支 援前 の群間比較 研究 4の通常治療群 と身体活動支援群の分析対象者における
人 口統計学的背景及び医学的背景を Table 2‐ 4‐ 1に示 した。人 口統計学的背景及び医学的
背景について,年齢 (ι (15)<1,コ esc),性別 (χ 2(1)<1,nes.),同 居人数 (χ 2(5)=7。 77













について群間に偏 りはなかった。一方で,教育歴 (χ 2(4)=10。 98,p<.05。 )については,
群間で有意な偏 りがあつた。各教育暦の人数から判断をすると,身体活動支援群の方が学
歴の高い患者の割合が多かったと考えられる。ただし,身体活動支援群には,2名 の患者
が教育歴についての記入がなかつたため,教育歴がプログラム終了 6ヶ 月後の QOLに及
ぼす影響については,十分な検討が行えなかつた。
Table 2‐ 4-2に は,研究 4の通常治療群 (■ =9)と 身体活動支援群 (■ =8)に おける支
援前,支援後,フ ォローアップでの HADS得点 (合計得点・不安得点・抑 うつ得点),




低かった (ι (15)=1.85,ρ =.05)。 つまり,支援前の時点において,研究 2と 同様に身
体活動支援群は通常治療群よりも家事や余暇などの日常生活機能状態が阻害されていた
ことが示唆された。 しかし,上述 したように,群間における教育歴の偏 りがこの日常生活
機能得点の違いに影響 している可能性があるため,2要因 (群 (2)× 教育歴 (5))の 分散
分析を行つたところ,群 と教育歴の交互作用は有意でなかつた。 したがつて,群間の日常




(b)日 常身体活動支援の回復 プログラムの有効性の維持に関する検討 日常身体
活動量の回復プログラムがプログラム終了 6ヶ 月後の QOLに対する有効性の検討を行 う
ために,HADS得点 (合計得点,不安得点,抑 うつ得点),身体機能得点, 日常生活機得
点,社会機能得点について,支援前とフォローアップの変化量を“フォローアップー支援前"




通常治療群   身体活動支援群













































































































帰分析の効果量を,F2=R2/(1_R2)と ぃ ぅ式によつて算出 した (Cohen,1992)。
身体機能・ 日常生活機能 口社会機能に対する有効性の維持に関する検討 支援
前 とフォローア ップの身体機能得点 0日 常生活機能得点・社会機能得点の変化量について ,
群の影響の有無の検討 を行 うために,支援前 とフォローアップの各尺度の得点の変化量を
目的変数 とし,群 を説明変数 とす る単回帰分析を行つた。群に関 しては,研究 2と 同様に ,
身体活動支援群を 1,通常治療群を 0と す るダミー変数 とした。分析の結果を Table 2‐ 4。 3
に示 した。その結果 ,身体機能得点 (β
社会機能得点 (β =。 08,コ .s.)の 変化量に関 して,群は有意に説明 しないことが示 された。
87
Table 2… 4‐ 2
支援前,支援後,Fo1low‐upにおける通常治療群と身体活動支援群の各変数の変化
支援前
M   (≦光Z〕 )
支援後




ν    (だ尭[〕 )
支援前 とFo1low… up
変化量




























































































Note.通 常治療群 :コ =9,身 体活動支援群 :コ =8,M‐ 平均値,"=標 準偏差,HADS=the
Hospital Anxiety and Depression Scale,EROTC― QLQ=European Organization for Research
and■ eatment of Cancer Quality of Life QueStiOnnaire,各尺度得点の変化量 =Fo1low‐ upの 尺度
得点 ―支援前の尺度得点
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Table 2‐ 4‐ 3
支援前とフォローアップとのHADS得点及び機能尺度得点の変化量を目的変数 とした
単回帰分析の結果
B   θ   R2  
調熙唐ξL2  




群 14.58          .38          。15          。16         2.58           0.18
目的変数 :社会機能得点の変化量





Note.各尺度得点の変化量 =フ ォローアップの尺度得点一支援前の尺度得点,群は身体活動支援群 (コ =8)を 1,通
常治療群 (ョ =9)を 0と するダミー変数とした,F2=R2/(1_R2),摯 p<.01,★ ρ<.05,† ρ<。 10
効果量 (ρ)に関 しては,日 常生活機能得点の変化量に対 して,Cohen(1992)の 基準で ,
群が中程度 (Medium)の 効果 (F2=o.18)あ ることが示 された。
不 安 口抑 うつ に対 す る有 効 性 の維 持 に 関 す る検 討  支援前 とフォ ローア ップの
HADS得 点 (合計得点・不安得点・抑 うつ得点)の変化量について,群の影響の有無の検
討を行 うために,支援前 とフォローア ップの各尺度の得点の変化量を目的変数 とし,群 を
説明変数 とす る単回帰分析を行った。群に関 しては,こ れまで と同様に,身体活動支援群
を 1,通 常治療群を 0と するダ ミー変数 とした。その結果,HADS合計得点 (β =‐。25,コ es.),
不安得点 (β =‐ .07,nes。),抑 うつ得点 (β =¨。32,コθse)の 変化量に関 して,群は有意に
説明 しないことが示 された。効果量 (F2)に 関 しては,HADS合 計得点 (F2=ooo6)と 抑
89
うつ得点 (ρ =0.11)の 変化量に対 して,Cohen(1992)の基準で,群が小 さい (Sma11)
効果あることが示 された。
2-4… 4  考察
本研究では,手術後の肺がん患者に対す る日常身体活動量の回復プログラムが QOLに
及ぼす有効性が支援終了 6ヶ 月後まで維持 しているかの検討を行 うことを目的 とした。そ
の結果,プ ログラム実施前 とプログラム終了 6ヶ 月後の身体機能・ 日常生活機能 0社会機
能得点及び HADS得 点 (合計得点・不安得点 0抑 うつ得点)の変化量は,プ ログラムの
実施の有無によつて有意に説明 されなかった。Table 2‐ 4‐ 2に示 されているように,支援
後 と Fo1low¨ upの得点について比較を行 うと,身体活動支援群においては,各得点に大き
な変化はないことか ら,支援プログラムの QOLに対す る効果が維持 していることが示 さ
れた。研究 2において,支援前か ら支援後にかけて平均歩行数 (歩/日 )の回復が見 られ
なかった 1名 の患者についても,Fo1low‐upにおいては,他の患者 と同程度の尺度得点ま
で回復 していた。一方で,通常治療群においては,特に身体機能得点,日 常生活機能得点 ,
社会機能得点において,身体活動支援群 と同程度の得点 となつている。 この結果は,支援
前 と比べて,支援終了 6ヶ 月後 (手術約 8ヶ 月後)においては,通常治療群においても,
身体活動支援群 と同程度に QOLが回復 していることを示 している。以上のことか ら, 日
常身体活動量の回復プログラムは,プ ログラムを実施 しなかつた場合 よりも,手術後の肺
がん患者に対 して,退院後のより早い時期に,身体機能及び 日常生活機能の回復 と不安の
緩和をもた らす ことが示 された。
ただ し, 日常生活機能得点の変化量に関 しては,効果量に基づいた検討 を行 うと,中程
度 (Medium)の効果があることが示 されていた (Cohen,1992)。 よつて,低強度の “運
動"や “生活活動"に着 目した 日常身体活動量の回復プログラムは,プ ログラム終了 6ヶ
月後においても,家事や余暇などの 日常生活機能の回復に有効である可能性がある。また ,
抑 うつ得点の変化量についても,小 さい (Sma11)効果があることが示 された。 よつて ,
日常身体活動量の回復プログラムは,プ ログラム終了 6ヶ 月後において,効果は小 さいな
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Table 2‐ 4-4
Balduyck et al。 (2007)における肺葉切除を受けた肺がん患者の手術前から手術12ヶ 月後までの













































Note.球aは''Quality oflife evolutiOn after lung cancer surgery:A prospective study in 100 patientsll,by B.Baldyck,J。
Hendriks,P Lauwers,&R V Schil,2007,Lung θar2θ θ4 5δ,p.426がこてが"Reference data for the quality oflife
questionnaire EORTC QLQ‐ C30 in the general Gerrrlan population",by R.Schwarz,&A.Hinz,2001,Europθ an
及刀』maf〆 Cancθろθz p.1348を 参考にイ乍成,EORTC QLQ― C30=European Organization for Research andコ reatrrlent




が らも抑 うつの改善をもた らす可能性がある。
最後に,本研究の分析対象者 と他の研究における手術後の肺がん患者の身体機能 日常
生活機能 0社会機能・痛み 0息苦しさの回復過程や同年代の健康な成人との比較を行つた。
Table 2¨ 4‐4には本研究と同様に EORTC QLQ‐ C30に よる測定を行つた Balduyck et al.
(2007)と Schwarz&Hinz(2001)の 結果を示 した。本研究の分析対象者 17名 中 16
名 (94%)が月市葉切除の手術を受けていたため,Table 2¨ 4‐ 4の Balduyck et al.(2007)
の結果は,肺葉切除の手術を受けた患者の得点のみを示 した。痛み得点と虐、苦 しさ得点に
ついては,Balduyck et al.(2007)と 本研究では項 目内容や項 目数に違いがあったため ,
直接比較はできなかった。
まず,本研究における支援前 (“退院後 1回 日外来"(T3))は ,手術後約 lヶ 月後に
行われたため,Balduyck et al.(2007)の 手術 lヶ 月後 と比較を行つた ところ,通常治療
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群における日常生活機能得点以外においては,得点に大きな違いは見 られない。一方で ,
本研究のフォローア ップは,手術後約 8ヶ 月後に行われたため,Balduyck et al.(2007)
の結果における手術 6ヶ 月後及び 12ヶ 月後 との比較を行つた ところ,本研究の分析対象
者のフォローア ップ時点での身体機能 0日 常生活機能 0社会機能得点は,Balduyck et al.
(2007)の 手術 6ヶ 月後及び 12ヶ 月後の得点よりも,高い得点を示 している。 さらに ,
Schwarz&Hinz(2001)に おける同年代の健康な成人 との比較を行 うと,ほ ぼ同程度の
得点であることが分かる。 これは,本研究での分析対象者は,通常治療群・身体活動支援







肺がん手術により,患者は QOLの各領域 (身体面 0日 常生活機能面・心理面・社会面)
において様々な阻害を経験する。特に, 日常生活に復帰する期間は,そ の阻害が最も大き




本博士論文研究では,プ ログラムの効果の検討を行 うために,既存対照試験 (Historical
controlled trial:Friedman et al.,2010)の 枠組みを応用 した研究デザインを用いた。具体
的には,ま ず,研究開始から 20名 を研究 1のアセスメン ト研究の参加者 として募集を行
つた。研究 1では,(1)手術を受ける肺がん患者の入院前から退院約 lヶ 月半後の期間に
おける日常身体活動量及び QOLが どのうように変化するかを明らかにすること,(2)退
院後の肺がん患者の日常身体活動量が QOLと の関連があるかの検討を行 うことを目的と
した。その結果,手術を受ける肺がん患者は,手術直後に歩行数を指標 とした日常身体活
動量は最も減少するが,退院 lヶ 月半後の時点では,入院前の約 65%ま で回復することが









般成人や身体・慢性疾患患者に対する研究 (Ferrier et al.,2011;Michie et al.,2009)に
おいて, 日常身体活動量の回復 0促進に一貫 して効果が示 されているセル フマネイジメン
ト技法の 1つ である目標設定 とセルフモニタ リングを中心的な技法 として用いた。その結
果 , 日常身体活動量の回復プログラムは,退院後の 日常身体活動量 (歩行数)の 回復に加
えて,身体機能得点 と日常生活機能得点の回復や不安の緩和にも一定の有効性があること
が示 された。
研究 3では,日 常身体活動量の回復プログラムが意図 していたように,退院後の 日常身
体活動量の回復に伴い,身体機能や 日常生活機能が回復 し,さ らには不安の緩和 ももた ら
されたのかについて,研究 2の身体活動支援群を対象に検討 を行った。その結果,支援前
後の歩行数 を指標 とした 日常身体活動量の変化量 と日常生活機能得点の変化量には有意
に関連 していることが示 された一方で,身体機能得点及び不安得点については有意な関連
が示 されなかったことか ら,さ らなる研究が必要であることが示 された。
研究 4では, 日常身体活動量の回復プログラムが QOLに及ぼす有効性が支援終了 6ヶ
月後まで維持 しているかの検討 を行 うことを目的 とした。その結果,プ ログラムの実施前
とプログラム終了 6ヶ 月後の身体機能・ 日常生活機能 0社会機能・不安・抑 うつ得点の変
化量は,プログラムの実施の有無によって,有意に説明 されなかつた。 さらに,身体活動
支援群においては,プログラムの有効性が Fo1low‐ upで も維持 していた一方で,通常治療
群においても,Fo1low‐upにおいて身体活動支援群 と同程度の得点 となつていた。以上の
ことか ら,日 常身体活動量の回復プログラムは,プ ログラムを実施 しなかった場合 よりも,
手術後の肺がん患者に対 して,退院後のより早い時期に,身体機能・ 日常生活機能の回復
と不安の緩和をもた らす ことが示 された。




動 (e.gり 自転車 ドレッドミル)な どの中強度以上の定期的な“運動"に焦点を当てていた。
しかし,一連の本博士論文研究により,中強度以上の “運動"ではなくでも,ゆ つくりと
した散歩などの低強度の “運動"や家事などの “生活活動"を通 した日常身体活動量の回
復に着 目することが, 日常生活に復帰する期間おける手術後の肺がん患者の QOLの回復
に貢献することを明らかにした。これまでの,手術後の肺がん患者を対象とした研究では ,
手術を終え, 日常生活に復帰する期間において最も QOLが低下することが明らかとなつ
ているが (e.gり Balduyck et al.,2009;Brunelli et al.,2007),こ の QOLの 低下に対 して
患者が日常生活の中で実施可能な具体的な支援方法に関する研究は行われてこなかつた。
さらに,近年の医療現場では,入院 日数の短縮化により (厚生労働省,2006a),患者 自身
による身体症状や健康行動の形成・維持の自己管理の必要性が高まつている (皆川 ら,
2004;塚原 ら,2003)。 そのような状況の中で,本博士論文研究は,手術後の肺がん患者




合わせて,医師や看護師と連携 しながら,ア セスメン トや支援プログラムを実施 し,その
有効性の検討を行 うことができた点も挙げられる。 したがつて,本博士論文研究は,生物
心̈理 社̈会モデル (Engel,1977)を 基盤 として,がん患者の QOLに着 目した医療を行 う
がん医療チームに対 して,患者の QOLの回復に医療心理学として貢献できた点に意義が
ある。今後は,手術後の肺がん患者における療養生活の質の維持 0向 上のために,治療 日












支援プログラムの作成の第 1段 階 として,既存対照試験 (Historical controlled trial:
Friedman et al.,2010)を 応用 し,ま ず 日常身体活動量とQOLの関連のアセスメン ト研





ス トの低い既存対照試験は有用なデザインである (Friedman et al。 ,2010)。 しかし,研











に対 しては,看護師による退院指導の中で,退院後の身体活動に対す る説明等が行われ る
(中 川・今井,2006)。 この退院指導の中に,本研究で用いたプログラムを組み込む こと
ができれば,人的 0時間的なコス トを低 く抑えて,退院後の 日常身体活動量の回復をサポ
ー トできると考えられる。 したがつて,今後は,心理士によつて,説明や訓練を受けた看
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